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 本調査研究の概要 

1.1. 本調査研究の目的 

放送法第 4 条第 2 項では、放送事業者はテレビジョン放送による放送番組の編集に

当たっては、字幕放送番組等をできる限り多く設けなければならないとされている。 

総務省では、視聴覚障害者や高齢者等を含む全ての視聴者が、テレビジョン放送の

内容を格差なく理解し、情報アクセスの機会を均等に享有できるようにすることは重

要との考えの下、字幕放送等の普及促進を図るため、平成 19 年 10 月、平成 20 年度

から平成 29 年度までの間における字幕放送等の普及目標を定めた「視聴覚障害者向

け放送普及行政の指針」（以下「行政指針」という。）を策定・公表し、これまで、行

政指針に定められた普及目標の実現に向けて、放送事業者の取組を促してきた。 

この結果、平成 27 年度の字幕放送等の実績調査では、行政指針の普及目標の対象

となる字幕番組の割合は、NHK（総合）で 93.8％、在京キー5 局で 99.0％、在阪準

キー4 局で 97.0％、在名広域 4 局で 94.5％、全国の系列ローカル局（在阪準キー4 局

及び在名広域 4 局を除く 101 社）で 76.8％等となっており、平成 22 年度の調査 1と

比較して字幕番組の割合は上昇している状況である。 

CM 番組への字幕付与 2についても、平成 27 年 4 月から単一広告主提供番組におけ

る「字幕付き CM 素材搬入暫定基準」に基づく運用が始まっている中で、今後、広告

主、放送事業者による拡充に向けた取組がより一層必要である。 

以上に鑑み、本調査研究は、字幕付与された CM 番組（以下「字幕付き CM」とい

う。）の一層の普及に資するため、字幕付き CM を必要とする難聴自覚者（本調査研

究において、難聴自覚者とは、聴覚障害者、難聴者、聴取りに不安を持っている者を

いう。）の割合、CM 番組への字幕付与に係る効果等に関する調査・分析を行うことを

目的とする。 

 

1.2. 本調査研究の内容 

本調査研究においては、「字幕付き CM 普及推進協議会」（平成 26 年 10 月設立。日

本アドバタイザーズ協会、日本広告業協会及び日本民間放送連盟から構成）及びテレ

                                                   
 

1 NHK（総合）で 62.2％、在京キー5 局で 88.9％、在阪準キー4 局で 85.6％、在名広域 4 局で 77.5％、全国

の系列ローカル局（在阪準キー4 局及び在名広域 4 局を除く 101 社）で 61.2％  
2 平成 22 年から、パナソニック㈱は字幕付き CM のトライアルを開始 
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ビ CM のクリエイティブ評価、効果に関する調査を定期的（月１回程度）に実施して

いる調査会社と連携して以下の調査研究を実施した。また、情報流通行政局地上放送

課（以下「主管課」という。）の指示に従い、実施した。 

 

1.2.1.字幕付き CM を必要とする難聴自覚者の割合等に関する調査・分析 

（１）国内において、字幕付き CM を必要とする難聴自覚者の割合及び字幕付き CM

が及ぼす消費行動に関して調査した。調査手段は web アンケートとし、聴覚障害者（失

聴、重度難聴、高度難聴）、難聴者（中等度難聴、軽度難聴）、聴取りに不安を持って

いる者、健常者、対象地域、男女比、年齢構成等に配慮し、有効回答数は 5,000 とし

た。主なアンケート項目は以下のとおりであり、その他具体的な項目については主管

課と協議の上決定した。 

① 現在の聴力の状況及び聴力に関する将来的な不安 

② 字幕付き CM に対する認知状況 

③ 通常の CM と字幕付き CM とを比較した上での、好感度、理解度、

商品購入喚起度等 

④ 字幕付き CM の必要性 

 

（２）上記調査を基に分析を実施した。主な分析内容は以下のとおり。 

① 難聴自覚者の全国、地域別、性別・年代別等での人口の算出 

② ①を基に CM 未到達人口等を算出 

 

1.2.2.字幕付き CM 実施企業・未実施企業及び関連団体に対するヒアリング調査 

字幕付き CM 実施企業・未実施企業及び関連団体（日本アドバタイザーズ協会、日

本広告業協会、日本民間放送連盟等）に対して、1.2.1 の調査・分析結果を示し、字幕

付き CM の普及に向けた課題等についてヒアリング調査を行った。具体的なヒアリン

グ項目については、主管課と協議の上決定し、主に以下の項目とした。 

① 出稿経験に基づく字幕付き CM の効果、社内外の評価等 

② 字幕付き CM の出稿に至らない社内外の課題、問題点等 

③ 1.2.1 における調査・分析結果を踏まえ、字幕付き CM の制作、出稿

にどうつながるのか（今後の取組） 
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④ 字幕付き CM 普及推進協議会を通じた難聴自覚者の意見、評価等 

⑤ その他字幕付き CM を普及させる上での障壁・課題 

 

1.2.3.諸外国における字幕付き CM に係る現状等に関する調査 

諸外国における字幕付き CM の現状（字幕付き CM の割合、CM 番組に字幕をつけ

るためのコスト）、普及に向けた取組・課題について調査を行った。対象国は主管課と

協議の上、米国、仏国、韓国の 3 カ国とした。具体的な調査項目については、主管課

と協議の上決定した。  
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 字幕付き CM の現状 

2.1. 字幕付き CM の実施状況 

平成 29 年 1 月時点での字幕付き CM の実施状況は図表 2-1 および図表 2-2 の通り

である。平成 22 年のトライアル開始以来、全体的には増加傾向にあり、平成 28 年

10～12 月は 19 番組となっている。字幕付き CM の制作経験がある広告主は計 24 社

となっている。平成 29 年 1 月時点で字幕付き CM を実施している企業は 14 社、番組

数は地上波と BS の合計で 18 番組である。そのうち、1 社提供番組は 15 番組で、実

施番組の多くを占めている。 

 

図表 2-1 字幕付き CM の放送実績 

 
[（一社）日本民間放送連盟公表資料を基に（株）電通作成] 
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図表 2-2 字幕付き CM 実施企業・番組 

 

■1社提供枠での実施事例

開始日 ～ 終了日

平成24年1月13日（金） ～ 平成24年4月27日（金）

平成24年10月5日（金） ～ （現在）

ドラマチックサンデー「花ざ
かりの君たちへ～イケメン
☆パラダイス2011」

平成23年8月21日（日） ～ 平成23年9月18日（日）

ドラマチックサンデー「東京
エアポート」

平成24年10月14日（日） ～ 平成24年12月23日（金）

ドラマチックサンデー
「dinner」

平成25年1月13日（日） ～ 平成25年3月24日（日）

テレビシャカイ実験　あすな
ろラボ

平成25年4月21日（日） ～ 平成25年9月22日（日）

全力教室 平成25年10月27日（日） ～ 平成26年3月23日（日）

ワンダフルライフ 平成26年4月20日（日） ～ 平成26年9月14日（日）

Beauty Recipe
（関東ローカル）

毎週木曜日
22：54～23：00

平成25年10月24日（木） ～ 平成27年3月26日（木）

平成24年10月6日（土） ～ 平成24年10月27日（土）

平成25年7月6日（土） ～ （現在）

平成22年11月8日（月） ～ 平成22年11月12日（金）

平成25年4月1日（月） ～ 平成28年3月31日（木）

ライオンのグータッチ
毎週土曜日

9：55～10：25
平成28年4月2日（土） ～ （現在）

日本テレビ
（関東ローカル）

輝きYELL!
毎週土曜日

22：54～23：00
平成26年3月8日（土） ～ （現在）

フジテレビジョン
いただきSUPERハイジャン
プ

平成27年12月30日（水）
12：55～13：55

（1日限り） ～ ―

フジテレビジョン
World Baseball　エンタテイ
ンメント　たまッチ

平成27年12月31日（木）
12：00～13：55

（1日限り） ～ ―

フジテレビジョン バイキング新春スペシャル
平成28年1月4日（月）

11：55～13：45
（1日限り） ～ ―

日立グループ TBSテレビ 世界ふしぎ発見！
毎週土曜日

21：00～21：54
平成25年2月16日（土） ～ 平成25年5月18日（土）

キヤノンマーケティングジャパン株式会社 テレビ朝日 奇跡の地球物語
毎週日曜日

18：30～18：56
平成25年7月14日(日) ～ 平成26年9月28日（日）

キヤノン／キヤノンマーケティングジャパン株式会社 TBSテレビ 世界遺産
毎週日曜日

18：00～18：30
平成28年4月3日（日） 平成28年7月25日（日）

TBSテレビ
パナソニックドラマシアター
「ハンチョウ」（最終回）

平成22年3月22日（月）
20：00～20：54

（1日限り） ～ ―

MBSテレビ サワコの朝
毎週土曜日
7：30～8：00

平成25年8月24日（土） ～ (現在)

パナソニック株式会社 テレビ東京 カンブリア宮殿
毎週木曜日

22：00～22：54
平成27年4月2日（日） ～ 平成27年6月25日（日）

東日本旅客鉄道株式会社
フジテレビジョン
（関東ローカル）

タビノイロ。～旅美人への
手紙～

毎週火曜日
21：54～22：00

平成25年10月8日（火） ～ 平成28年3月29日（火）

TBSテレビ
毎週日曜日

22：54～23：00
平成25年12月1日（日） ～ (現在)

CBCテレビ
毎週日曜日

22：54～23：00
平成26年4月6日（日） ～ (現在)

BS-TBS
毎週日曜日

22：54～23：00
平成27年4月5日（日） ～ (現在)

テレビ東京 137億年の物語
毎週土曜日

18：00～18：30
平成26年3月1日（土） ～ 平成26年3月29日（土）

テレビ東京
毎週月曜日

22：54～23：00
平成26年10月6日（月） ～ 平成28年9月26日（月）

テレビせとうち
毎週水曜日

22：48～22：54
平成26年10月8日（水） ～ 平成28年9月28日（水）

サントリービジネスエキスパート株式会社 TBSテレビ 新チューボーですよ！
毎週土曜日

23：30～24：00
平成26年4月5日（土） ～ 平成28年12月24日（土）

世界にひとつ　ミラクルレシ
ピ！

毎週土曜日
18：30～18：56

平成26年4月5日（土） ～ 平成27年3月21日（土）

ごはんジャパン
毎週土曜日

18：30～18：56
平成27年4月25日（土） (現在)

BSフジ 五木寛之「風のCafe」
毎月第1・第3土曜日

18：00～18:30
平成26年4月5日（土） ～ 平成28年9月24日（土）

テレビ東京
指揮者　西村智実が魅せ
るもう一つの世界

平成28年7月30日（土）
16：00～16：55

（1日限り） ～ ―

MBSテレビ
未来に生きる建築家　安藤
忠雄の挑戦2016

平成28年7月9日（土）
16：00～16：54

（1日限り） ～ ―

BS-TBS
安藤忠雄の挑戦2016　つ
なぐ

平成28年7月31日（日）
13：00～13：54

（1日限り） ～ ―

TBSテレビ 夢の扉+
毎週日曜日

18：30～19：00
平成26年8月10日（土） ～ 平成27年6月28日（日）

テレビ東京 戦士の逸品
毎週火曜日

22：54～23：00
平成26年9月2日（火） ～ 平成26年12月30日（火）

BS-TBS 謎解き！江戸のススメ
毎週月曜日

22：00～22:54
平成26年11月10日（月） ～ 平成27年3月30日（月）

清水建設株式会社 日本テレビ 世界の果てまでイッテQ！
毎週日曜日

19：58～20：54
平成28年10月4日（日） ～ （現在）

テレビ朝日
木曜ドラマ「はじめまして、
愛しています。」

平成28年7月7日（木） ～ 平成28年9月29日（木）

テレビ朝日
木曜ドラマ「Doctor-X　外
科医・大門未知子」

平成28年10月13日（木） ～ 平成28年12月22日（木）

NEC軽井沢72
ゴルフトーナメント「2日目」

平成28年8月13日（土）
14：05～15：00

（1日限り） ～ ―

NEC軽井沢72
ゴルフトーナメント「最終
日」

平成28年8月14日（日）
16：00～17：25

（1日限り） ～ ―

テレビ東京 クロスロード
毎週土曜日

22：30～23：00
平成28年9月3日（土） ～ 平成28年9月24日（土）

中部電力株式会社 中京テレビ
でんじろう先生のはぴエ
ネ！

毎週土曜日
11：35～11：42

平成28年7月23日（土） ～ 平成28年10月29日（土）

エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社
テレビ朝日
（関東ローカル）

for　～もう一人の主人公
毎週日曜日

13：10～23：15
平成27年4月5日（日） ～ 平成28年3月27日（日）

名古屋テレビ放送メ～テレ八事ハウジング 名古屋テレビ放送 徹子の部屋
毎週木曜日

12：00～12：30
平成28年3月10日（木） ～ 平成28年3月31日（木）

木曜ドラマ「エイジハラスメ
ント」

毎週木曜日
21：00～21：54

平成27年8月6日（木） ～ 平成27年9月10日（木）

木曜ドラマ「遺産争族」
毎週木曜日

21：00～21：54
平成27年10月22日（木） ～ 平成27年12月17日（木）

テレビ朝日

大和ハウス工業株式会社
毎週木曜日

21：00～21：54

トライアル期間

味の素株式会社 テレビ朝日

毎週日曜日
21：00～21：54

テレビ東京 ぴかぴかマンボ
毎週土曜日

21：54～22：00

ライオン株式会社

フジテレビジョン
ライオンのごきげんよう

平日
13：00～13：30

花王株式会社

TBSテレビ A-Studio
毎週金曜日

23：00～23：30

フジテレビジョン

企業名 放送局 番組名 放送日時

パナソニック株式会社

JSR株式会社 未来の起源

株式会社東芝
未来シティ研究所

積水ハウス株式会社

株式会社NTTドコモ

日本電気株式会社
フジテレビジョン

株式会社明治
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[（一社）日本民間放送連盟公表資料を基に作成] 

 

2.2. 字幕付き CM 普及推進協議会及び関係 3 団体の取組 

字幕付き CM に係る関連団体は、広告主＝日本アドバタイザーズ協会、広告会社＝

日本広告業協会、放送局＝日本民間放送連盟の 3 団体と、これら 3 団体で構成される

字幕付き CM 普及推進協議会の計 4 団体がある。これまで、3 団体は字幕付き CM に

係る取組をそれぞれ実施してきたが、3 者の連携を深め取組を強化するために、平成

26 年 10 月に「字幕付き CM 普及推進協議会」が設立された。本項では各団体のこれ

までの取組状況についてまとめる。 

 

 

■その他の事例

開始日 ～ 終了日

朝日生命保険相互会社

株式会社アートネイチャー

株式会社東芝

株式会社トヨタマーケティングジャパン

ライオン株式会社

株式会社東芝

花王株式会社

ライオン株式会社

ドキュメンタリー大賞
平成22年6月7日（月）

26：55～27：50

めざにゅー
平成22年6月8日（火）

4：25～5：25

大奥第一章（再）
平成22年6月9日（水）

15：00～15：57

大奥第一章（再）
平成22年6月10日（木）

15：00～15：57

ドキュメント'10
平成22年6月6日（日）

24：50～25：20

ゴゴドラ
平成22年6月7日（月）

15：55～16：53

ゴゴドラ
平成22年6月8日（火）

15：55～16：53

ドキュメント'10
平成22年6月13日（日）

25：20～25：50

日本たばこ産業株式会社

パナソニック株式会社

株式会社東芝

日清食品ホールディングス株式会社

TBSテレビ60周年特別企
画「テレビ史を揺るがせた
100の重大ニュース」

平成27年4月5日（日）
19：00～22：48

TBSテレビ60周年特別企
画「レッドクロス～女たちの
赤紙」

平成27年8月2日（日）
21：00～23：13

日曜劇場「99.9」 平成28年4月17日（日） ～ 平成28年6月19日（日）

日曜劇場「仰げば尊し」 平成28年7月17日（日） ～ 平成28年9月11日（日）

日曜劇場「IQ246　華麗な
る事件簿」

平成28年10月16日（日） ～ 平成28年12月18日（日）

日曜劇場「天皇の料理番」 平成27年4月26日（日） ～ 平成27年7月12日（日）

日曜劇場「ナポレオンの村」 平成27年7月19日（日） ～ 平成27年9月20日（日）

日曜劇場「下町ロケット」 平成27年10月18日（日） ～ 平成27年12月20日（日）

日曜劇場「家族ノカタチ」 平成28年1月17日（日） ～ 平成28年3月20日（日）

大同生命株式会社 テレビ大阪
日経スペシャル夢織人～
小さなトップ企業

毎週土曜日
11：30～12：00

平成28年10月1日（土） ～ 平成28年12月24日（土）

BS日本

絶対みたい"世界遺産"最
強ツアー！～朝日のナポリ
旧市街から　夕陽に輝くア
ルハンブラ宮殿までの絶景
旅！～

平成26年3月9日（日）
19：00～20：54

（1日限り）

TBSテレビ

―
(21時台の東芝提供ネットCM90秒のうち90秒）

―
(21時台の東芝提供ネットCM90秒のうち75秒）

社団法人デジタル放送推進協会（Dpa）

フジテレビジョン
―

(いずれも枠内に1本放送）

日本テレビ
―

(いずれも枠内に1本放送）

株式会社東芝

TBSテレビ
毎週日曜日

21：00～21：54
（各社提供ネットCM）

サントリービジネスエキスパート株式会社

（現在）

フジテレビジョン サザエさん
毎週日曜日

18：30～19：00
（各社提供ネットCM）

平成27年4月5日（日） ～ （現在）

テレビ東京 平成27年7月2日（日） ～

毎週日曜日
21：00～21：54

（東芝提供ネットCM90秒）

株式会社東芝

～ ―

企業・団体名 主たる放送局 番組名 放送日時
トライアル期間

日本テレビ放送網
なんくるないさあ～聴覚障
がいをもつ息子と歩んだ６
年～

平成23年3月5日（土）
10：30～11：25

（1日限り） ～ ―

カンブリア宮殿
毎週木曜日

22：00～22：54
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2.2.1.各団体の取組状況 

（１）公益社団法人日本アドバタイザーズ協会 

正会員社 290 社（平成 28 年 7 月時点）の広告主によって構成される公益社団法人

日本アドバタイザーズ協会（以下「日本アドバタイザーズ協会」という。）では、電波

委員会で字幕付き CM の普及促進に向けた取組を実施している。日本アドバタイザー

ズ協会では、アドバタイザーの代表として、一般社団法人日本民間放送連盟（以下「民

放連」という。）、一般社団法人日本広告業協会（以下「日本広告業協会」という。）と

の連携や、「スマートテレビ時代における字幕等の在り方に関する検討会」での議論参

加等を行っている。 

日本アドバタイザーズ協会が実施してきた普及啓発活動は以下の通り。 

 

 平成 22 年 

IAUD（国際ユニヴァーサルデザイン連盟協議会）との情報交換会を実施（民

放連、日本広告業協会との連携）。 

 平成 23 年以降 

平成 22 年に行われたパナソニック、ライオン、デジタル放送推進協議会や花王

の字幕付き CM の事例を取り上げ、会員社に向けた事例紹介セミナーを開催（東

京、大阪にて）や、全会員社向けの情報提供メール「インフォメーション」等に

て、字幕付き CM の実施情報を発信している。また、聴覚障害者からのヒアリン

グを含む有志勉強会を 2 度開催。 

 平成 26 年 2 月 

字幕付き CM に関心がある、実際に検討している企業の担当者を集めた情報交

換会を開催。実施広告主同士の情報交換、課題抽出の機会を設けた。 

 平成 26 年 8 月 

字幕付き CM の実施経験社を集め「字幕付き CM 出稿企業意見交換会」を開催 

 平成 26 年 12 月 

セミナー「字幕付き CM の実務を出稿経験会社から聞く」を開催し会員社への

啓発に努めた(参加：29 社 37 名)。  

 

（２）一般社団法人日本広告業協会 
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広告会社の法人会員 147 社（平成 28 年 10 月時点）で組織される日本広告業協会で

は、テレビ媒体の広告全般にわたる共通課題について研究・検討を行うテレビ小委員

会に、平成 24 年 1 月に「字幕付き CM 検討ワーキンググループ」を設置した。同ワ

ーキンググループでは、CM はどの局でも同じ内容で放送されるという原則に基づき、

CM 字幕の文字数や表現方法を統一し、必要に応じて進化させるための取組を続けて

いる。ワーキンググループの活動においては、民放連との協力・連携体制をとり、ガ

イドライン策定作業を行っている。主な取組は下記の通りである。 

 

 平成 25 年 4 月 

ワーキンググループを中心に字幕付き CM 制作における作業要領の標準化等の

検討を進めた結果、協会会員社用資料として「制作・入稿作業進行要領」をリリ

ース 

 平成 26 年 4 月 

「制作・入稿作業進行要領」の改訂版となる「CC（クローズド・キャプション）

字幕付き CM トライアル放送 2014 制作・入稿作業進行要領」を発表。この進

行要領では、字幕付き CM の制作・入稿作業の基本的ルールと、制作、運営方法

の共有事項がまとめられている。2014 年版では、前年度における制作実績をもと

に改訂が行われ、4:3（NAB 規格）だった画角を 16:9（ARIB 規格）に直す場合

の留意点についての内容が追加された。 

 平成 27 年 1 月 

日本アド・コンテンツ制作社連盟（現在「一般社団法人日本アド・コンテンツ

制作協会」）（JAC）及び日本ポストプロダクション協会（JPPA）と共催で「字幕

付き CM セミナー」を開催。これ以外にも、日本広告業協会では字幕付き CM の

ノウハウを会員社に広げるための勉強会等を開催するとともに、広く会員外にも

周知を拡大していくことを見据えた活動を行っている。 

 

（３）一般社団法人日本民間放送連盟 

基幹放送（民放）事業者 206 社（平成 29 年 1 月現在）で構成される民放連では、

字幕付き CM への社会的関心の高まりなどを踏まえ、平成 22 年 2 月に「字幕付き CM

に関するワーキンググループ（現 字幕付き CMWG）」を設置し、具体的な検討を開
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始した。それ以降の主な取組は下記の通りである。 

 

 平成 22 年 2 月 

「字幕付き CM に関するワーキンググループ（現 字幕付き CMWG）」設置 

 平成 22 年 7 月 14 日  

「字幕付き CM の取り扱いに関する検討方針」を決定。 

「字幕付き CM の検討にあたり、まず在京テレビ 5 社でトライアルを実施し、課

題・問題点などの情報を WG で共有する」、「最終的には、テレビ各社において、字

幕付き CM を安全・確実に放送できる仕組みを整えることを目標にする」ことを確

認。 

 平成 22 年 9 月 

字幕付き CM のトライアルの取組を始めるに当たっての技術的・実務的な確認事

項として、「字幕付き CM のトライアルに関する留意事項」を作成した後、CM 素

材に関する技術的な課題を整理。 

 平成 24 年 11 月 

「字幕付き CM のトライアルに関する留意事項」を〈第 2 版〉に改訂。 

 平成 25 年 4 月 

留意事項における CM 素材の搬入に関する部分の内容を追加し、「トライアルに

おける字幕付き CM 素材搬入ガイドライン」とした。 

 平成 25 年 11 月 

ARIB 字幕データを使用した CM 素材の搬入開始などを踏まえ、「トライアルにお

ける字幕付き CM 素材搬入ガイドライン」を、一部改訂。 

 平成 25 年 11 月 29 日 

「字幕付き CM に関するテレビ全社会議」を開催。営業委員会での検討状況やト

ライアル事例で得られた課題などを共有する機会を持った。同会議には民放連加盟

テレビ放送局全社となる 137 社から 221 名が出席した。 

 平成 26 年 3 月 

民放連第 4 回会員協議会において、営業委員長がテレビ全社に向けて、字幕付き

CM の取り扱いに向けた社内検討を順次進めるよう呼びかけを行った。 

 平成 26 年 7 月 

第 2 回会員協議会において、営業委員長が総務省の「スマートテレビ時代におけ
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る字幕等の在り方に関する検討会」（平成 26 年 1 月～6 月。以下「総務省検討会」

という。）の「取りまとめ」（7 月）と民放連の対応方針の概要を説明・報告し、テ

レビ各社の状況に応じて設備対応を開始するなどの協力を求めた。 

 平成 26 年 11 月 

「字幕付き CM 素材搬入暫定基準」を民放連・営業委員会及び日本広告業協会・

テレビ小委員会の連名で作成した。 

 平成 27 年 4 月以降 

在京テレビ 5 社の 1 社提供枠で放送される字幕付き CM から「字幕付き CM 素材

搬入暫定基準」の適用を開始。必要に応じて適用範囲を拡大している。同暫定基準

は、「字幕付き CM の定義」「搬入媒体」「CM 素材名・クレジット・ケース用カー

ドの記載方法」「素材の搬入方法」「字幕データの重畳方法及び字幕表現に関する技

術的な留意事項」を定めており、これまで搬入の指針としていたガイドラインをよ

り具体的に規定した内容である。 

 

 

（４）字幕付き CM 普及推進協議会 

日本アドバタイザーズ協会、日本広告業協会、民放連の 3 団体は、総務省検討会の

「取りまとめ」を踏まえて協議会の設立に向けた協議を進め、平成 26 年 10 月 28 日

に「字幕付き CM 普及推進協議会」（字幕 CM 協議会）を設立した。 

運営規則では、「①協議会の目的は『聴覚障害者の情報アクセシビリティ向上のた

め、関係 3 団体の連携により、字幕付き CM の普及を図ること』、②代表者は運営委

員長、③事務は 3 団体が持ち回りで務めること」等の内容が規定されている。 

第 1 期（平成 26 年 10 月～平成 27 年 9 月）には民放連が事務局となり、障害者団

体との意見交換会や、第 1 回字幕付き CM セミナー（東京）を開催した。第 2 期（平

成 27 年 10 月～平成 28 年 9 月）は日本広告業協会が事務局を引き継ぎ、引き続き障

害者団体との意見交換や第 2 回字幕付き CM セミナー（大阪）を開催し、全日本シー

エム放送連盟（ACC）からの協力を得て、日本各地で行っている ACC 入賞作品発表

会（全国 29 カ所）において、「字幕付き CM の認知度アップ」を目的とした広告を

配布パンフレット（約 13,000 部）に出稿掲載するとともに、字幕付き CM に対する

意見を募集する専用メールアドレスを 3 団体のホームページに設置した。第 3 期（平

成 28 年 10 月～平成 29 年 9 月）の現在は、日本アドバタイザーズ協会が事務局を引
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き継いでいる。 

 関連団体や各放送局、広告主が行ってきた字幕付き CM に係る取組の経緯について

は、図表 2-3 の通りである。 

 

 

図表 2-3 字幕付き CM に係る取組の経緯 

年月 団体・協議会 トライアル放送 

平成 20 年 4 月 CM 素材搬入基準から「字幕放送に関し

ては、CM では取り扱えません」との記述

が削除される 

 

平成 22 年 2 月 民放連「字幕付き CM に関するワーキン

ググループ」設置 

 

平成 22 年 3 月  パナソニックが番組本体と CM 番組を一

体化して送出するトライアル実施（TBS） 

平成 22 年 6 月  デジタル放送推進協会が CM バンク送出

で字幕付き CM トライアルを実施 

平成 22 年 9 月 民放連「字幕付き CM のトライアルに関す

る留意事項」発表 

 

平成 22 年 11 月  ライオンが CM バンク送出で全国ネットの

字幕付き CM トライアルを実施 

平成 23 年 2 月 日本アドバタイザーズ協会・「ライオン・字

幕 CM トライアル」電波専門委員会開催  

 

平成 23 年 3 月  3 月 3 日（耳の日）に合わせ、複数社提供

番組での字幕付き CM トライアル 

実施（日本テレビ） ※実施日は 3 月 5 日 

平成 23 年 3-5 月 日本アドバタイザーズ協会 

「パナソニック・日本初字幕放送 CM への

チャレンジ」東京・大阪にてセミナー開催 

 

平成 24 年 1 月 日本広告業協会「字幕付き CM 検討ワー

キンググループ」設置 

 

平成 24 年 3 月 日本アドバタイザーズ協会「花王・テレビ  
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CM への字幕対応」セミナー開催 

平成 24 年 11 月 民放連「字幕付き CM のトライアルに関す

る留意事項・第 2 版」発表 

 

平成 25 年 4 月 民放連「トライアルにおける字幕付き CM

素材搬入ガイドライン」策定 

 

平成 25 年 4 月 日本広告業協会「CC（クローズド・キャプ

ション）字幕付き TVCM トライアル放送

2013 制作・入稿作業進行要領」を発表 

 

平成 25 年 8 月  パナソニックが大阪局発全国ネットでの

字幕付き CM トライアル開始（毎日放送） 

平成 25 年 11 月 民放連「トライアルにおける字幕付き CM

素材搬入ガイドライン」改訂 

 

平成 26 年 4 月 日本広告業協会「CC（クローズド・キャプ

シ ョン） 字 幕 付 き CM  トラ イア ル 放 送

2014 制作・入稿作業進行要領」を発表 

 

平成 26 年 8 月 日本アドバタイザーズ協会「字幕付き CM

出稿企業意見交換会」開催 

 

平成 26 年 10 月 字幕付き CM 普及推進協議会設立  

平成 26 年 11 月 民放連・営業委員会、日本広告業協会・

テレビ小委員会「字幕付き CM 素材搬入

暫定基準」策定（平成 27 年 4 月適用） 

 

平成 26 年 12 月 字幕付き CM 普及推進協議会により第 1

回字幕付き CM セミナー開催 

 

平成 27 年 1 月 日本広告業協会（JAAA）・日本アド・コン

テンツ制作社連盟（JAC）・日本ポストプロ

ダクション協会（JPPA）共催「字幕付き

CM セミナー」開催 

 

平成 27 年 12 月 全日本ろうあ連盟主催「情報アクセシビリ

ティ・フォーラム 2015」開催（後援：民放

連、業協、アド協、字幕付き CM 普及推

進協議会等） 
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平成 28 年 3 月 字幕付き CM 普及推進協議会主催第 2

回字幕付き CM セミナー開催 

 

平成 28 年 9 月 字幕付き CM 普及推進協議会の構成 3

団体の web サイトに、字幕付き CM に対

する要望・意見を募集する専用メールアド

レスを設置 

 

平成 28 年 11 月 全日本シーエム放送連盟（ACC）の入賞

作品発表会パンフレットに字幕付き CM

の認知度アップを目的とした広告を掲載 

 

[各団体発表資料等を基に作成] 
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 字幕付き CM を必要とする難聴自覚者の割合及び字幕付き CM が及ぼす

消費行動等に関する調査・分析 

3.1. web アンケートの調査・分析結果 

3.1.1.調査概要 

平成 26 年度に総務省が実施した「字幕付き CM に対する評価、効果等に関する調

査研究」において、CM 番組に字幕が付くことで聴覚障害者の CM 好意度、内容理解

度、商品興味関心度、商品購入喚起度、提供企業イメージ上昇度のいずれも高評価と

なった。一方で、グループインタビューでは、聴覚障害者より、「字幕がない CM は

内容がほとんど理解できず見飛ばしていた」等、字幕付き CM の必要性を示す意見が

多く上がった。また、東京 50km 圏における定量調査の結果、難聴自覚者（聴力に何

らかの問題を感じている）は 29.9％と約 3 割に上った。 

平成 26 年度の調査結果を受け、全国で字幕付き CM を必要とする者の推計と、そ

の拡大の可能性を示すため、下記のとおり定量調査を行った。 

 

図表 3-1 定量調査の概要 

項目 内容 

調査方法 Web アンケート調査 

（パネルに調査を依頼、専用アンケートサイトに誘引し、回答を得る） 

※アンケートサイト内で字幕付き CM 視聴を行った 

調査エリア 全国 47 都道府県 

サンプル数 5,000 サンプル 

調査対象者 （株）ビデオリサーチ及び同社協力機関の登録モニターより、 

男女 15～79 歳を対象に実施。 

平成 27 年の住民基本台帳に基づく性別・年代別人口構成に準じ、割り付け

を行った。 

 

 

 

調査内容  現在の聴力の状況及び聴力に関する将来的な不安 

 字幕付き CM に対する認知状況 

15～19歳20～29歳30～39歳40～49歳50～59歳60～69歳70～79歳 合計
男性 152 331 412 464 380 432 312 2,483
女性 145 316 397 452 379 453 375 2,517
合計 297 647 809 916 759 885 687 5,000
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 字幕付きではない CM と字幕付き CM とを比較した上での、好感度、理

解度、商品購入喚起度等 

 字幕付き CM の必要性 

調査実施機関 （株）ビデオリサーチ 

 

 

3.1.2.現在の聴力の状況及び聴力に関する将来的な不安 

平成 26 年度の調査では、普段の会話における聴取り能力から聴力程度を測定して

いたが、今回の調査では、聴覚の状態（聴覚障害者及び難聴者についてはその程度）

に加え、自身で健常と判断した者についても普段の会話における聴取りが困難である

ことを感じるか否かを調査することにより、聴力程度を測定した。その結果をまとめ

たものが図表 3-2 である。聴力の程度は、一般社団法人日本聴覚医学会の分類を参考

に提示しており、身体障害者手帳の交付対象である高度難聴以上を「聴覚障害者」、中

等度難聴と軽度難聴を「難聴者」とした。また、これらにはあてはまらないが、小さ

な声や騒音下での会話の際、聞き間違うことや聞き取りが困難であると感じることが

ある者を「聴取りに不安をもっている者」とした。これら三類型を「難聴自覚者」と

し、全国で 33.6％にのぼる結果となった。 

また、健常者と聴取りに不安をもっている者に対して、過去の自身の聴力との比較

や、将来的に聴力の低下に影響を及ぼす可能性がある環境の有無等について調査した

ものが図表 3-4 である。両者を比較すると、いずれの項目においても、聴取りに不安

をもっている層の方が、高い数値となっている。特に、「昔に比べて、耳の聞こえが悪

くなったと思う」、「昔に比べて、会話の最中に聞き返すことが多くなったと思う」と

いった項目について「そう思う」、「ややそう思う」と回答した割合は、聴取りに不安

をもっている者は 60％を超える結果となっており、加齢とともに自身の聴力の衰えを

感じていることがうかがえる。また、「ここ最近、ストレスの多い生活が続いている」、

「イヤホン、ヘッドホンで音楽を聴くことが多い」など、突発性難聴の原因といわれ

る環境にある割合も、聴力に不安のある層の方が高い。こうした環境が必ずしも難聴

を引き起こすわけではないが、健常者と比べて環境にも明らかな差があらわれている。 
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図表 3-2 難聴自覚者の定義と割合（平成 26 度調査（左）、平成 28 年度調査（右）） 

 

 
 

図表 3-3 地域別難聴自覚者 
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25.1

22.7

30.2

健常者

60.2

60.5

67.3
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N=235

N=496
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N=207
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図表 3-4 聴力に関する将来的な不安 

  
 

3.1.3.字幕付き CM に対する認知状況 

（１）テレビの視聴状況 

平日の 1 日当たりのテレビ視聴時間は、1 時間以上 4 時間未満が最も多く約半数を

占めている。聴覚障害者以外の層は、全体とほぼ同じ傾向となっているが、聴覚障害

者は、「テレビは見ない」と回答した割合が全体に比べて約 30 ポイント高い 37.5％と

なっている（図表 3-5）。休日のテレビ視聴時間をみると、平日よりも長時間視聴の割

合が高いものの、1 時間以上 4 時間未満が半数弱を占めている点、聴覚障害者以外は

聴力の程度に関わらずほぼ同じテレビの視聴時間である点、聴覚障害者の約 4 割が「テ

レビは見ない」と回答している点が平日と共通した特徴となっている（図表 3-6）。 

テレビの放送内容の理解度については、全体では 9 割以上が理解できる（「ほぼ完

全に理解できる」と「おおむね理解できる」の計）と回答している。 

難聴自覚者と健常者を比べると、理解できる割合に違いはないが、「ほぼ完全に理

解できる」と回答した割合は難聴自覚者の方が 16.8 ポイント低く、健常者に比べて放

送内容の理解にやや難があると考えらえる（図表 3-8）。 

難聴自覚者のなかでも、聴覚障害者の理解度は非常に低く、「おおむね理解できる」

を含めても 3 割に留まっている。この内容理解度の低さが、聴覚障害者をテレビ視聴
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昔に比べて、耳の聞こえが悪くなったと思う

昔に比べて、会話の最中に

聞き返すことが多くなったと思う

ここ最近、ストレスの多い生活が

続いていると思う

イヤホン、ヘッドホンで音楽を聴くことが多い

まわりの人に、テレビやラジオの音が
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まわりの人に、話し声が大きくなったと言われる

ライブ、クラブなど、大音量で音楽が

流れる場に行くことが多い

建設や解体など、

騒音の大きな現場で働いている

その他、耳の聞こえを損なう要因がある

いずれにも当てはまらない

聴取りに不安を

もっている（N=1,332)

健常者（N=3,319）

(%)
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から遠ざけていると考えられる。 

 

図表 3-5 1 日当たりのテレビ視聴時間（平日） 

  

 

図表 3-6 1 日当たりのテレビ視聴時間（休日） 
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図表 3-7 テレビ視聴ジャンル 

 
 

図表 3-8 テレビ放送の内容を理解できるか 
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（２）字幕放送の認知度 

字幕付き CM の認知度を測るにあたり、テレビのリモコンの字幕放送ボタンやメニ

ュー操作で表示される字幕放送の認知度を調査したものが図表 3-9 である。「知って

いる」と回答した割合は 57.9％で、「見聞きしたことがある程度」も含めると認知率

は 83.7％となる。聴力別でみると、健常者と難聴自覚者とで大きな差はない。しかし、

聴覚障害者での認知率は 56.3％と顕著に低い。 

字幕放送を「よく利用する」のは 3.7％、「ときどき利用する」を含めても全体での

利用率は 17.2％である（図表 3-10）。最も利用率が高いのは聴覚障害者で、利用率は

44.4％となっている。字幕を最も必要としていると考えられる聴覚障害者で、認知率

は低いものの、認知者における利用率が高いことから、字幕放送がより広く知られる

ことが、利用に繋がっていくものと考えられる。 

字幕放送を利用するシーンとしては、「番組内の会話や台詞をしっかり理解したい

ときに、音は出したまま利用する」ことが最も多い（図表 3-11）。これは、どの層で

も最もよく利用されるシーンであるが、その割合は、健常者に比べて聴覚障害者の方

が 15.4 ポイント高く、字幕が特に聴覚障害者の放送内容理解において重要な役割を果

たしていることがわかる。 

 

図表 3-9 字幕放送の認知状況 
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図表 3-10 字幕放送の利用状況 

 

図表 3-11 字幕放送利用シーン 
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（３）字幕付き CM の認知度 

字幕付き CM を「知っている」と回答した割合は 10.4％、「見聞きしたことがある

程度」を加えても認知率は全体の 28.7％である（図表 3-12）。健常者よりも聴覚障害

者や難聴者の方がやや認知率は高いものの、それでも 30％強に留まっている。聴覚障

害者や難聴者では、字幕放送を「知っている」「見聞きしたことがある程度」と回答し

た者のうち、字幕放送を「よく利用する」「ときどき利用する」と回答した者の割合が

高いことから、字幕付き CM についても認知率が向上することでその利用が増え、CM

内容の理解にも繋がっていくと考えられる。 

 

図表 3-12 字幕付き CM 認知状況 
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3.1.4.字幕付きではない CM と字幕付き CM とを比較した上での好感度、理解度、商

品購入喚起度等の評価 

調査対象モニターに、字幕付き CM を閲覧してもらい、「商品の印象」「商品内容の

理解」「商品への関心喚起」「商品の購入喚起」「提供企業の印象」において、字幕付き

でない CM と字幕付き CM のどちらが優れているかを評価してもらった。 

両方の CM 映像の視聴にあたり、調査に使用した CM 素材の認知率を事前に聞いた

ものが図表 3-13 である。CM 素材の認知率（「見たことがある」と「見たような気が

する」の計）は、56.8％で、難聴自覚者も健常者もほぼ同じである。最も認知率が低

いのは聴覚障害者で 35.4％だが、これは普段のテレビ視聴時間が少ないことが影響し

ていると考えられる。 

実際に、CM 映像の視聴後に得た評価が図表 3-15～図表 3-19 であり、その評価を

まとめたものが図表 3-14 である。健常者と難聴自覚者とを比較すると、いずれの指

標でも、字幕付き CM の方が良いという割合は、難聴自覚者で高かった。なかでも、

難聴者や聴覚障害者が字幕付き CM の方が良いと評価した割合が高く、いずれの指標

でも健常者に比べて 10 ポイント以上高い。このことから、CM 番組に字幕をつけるこ

とが特に聴覚障害者や難聴者にとって有用であることが示された。 

 

図表 3-13 CM 素材の認知状況 
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図表 3-14 字幕付き CM の方が良い割合 

 
 

図表 3-15 商品の印象が良い 
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図表 3-16 商品内容を理解できる 

 

 

図表 3-17 商品に関心がもてる 
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図表 3-18 商品を購入したいと思う 

 

 

図表 3-19 提供企業の印象が良い 

 

 

  

字幕付きＣＭ

6.8

31.3

11.0

7.1

8.4

6.0

どちらかといえば、

字幕付きＣＭ

27.4

20.8

35.5

32.0

32.3

25.0

どちらかといえば、

通常の

（字幕の無い）ＣＭ

33.8

16.7

33.9

35.6

34.7

33.4

通常の

（字幕の無い）ＣＭ

31.9

31.3

19.6

25.4

24.5

35.6

全体

（N=5,000)

聴覚障害者

（N=48)

難聴者

（N=301）

聴取りに不安を

もっている

（N=1,332）

難聴自覚者

（N=1,681）

健常者

（N=3,319）

字幕付きＣＭ

11.6

33.3

14.0

13.4

14.1

10.3

どちらかといえば、

字幕付きＣＭ

35.2

18.8

44.2

37.5

38.1

33.7

どちらかといえば、

通常の

（字幕の無い）ＣＭ

26.5

16.7

22.6

28.4

27.0

26.3

通常の

（字幕の無い）ＣＭ

26.7

31.3

19.3

20.7

20.8

29.7

全体

（N=5,000)

聴覚障害者

（N=48)

難聴者

（N=301）

聴取りに不安を

もっている

（N=1,332）

難聴自覚者

（N=1,681）

健常者

（N=3,319）



27 

3.1.5.字幕付き CM の必要性 

3.1.4 では、字幕付き CM を視聴した上で、「商品の印象」や「商品の購入喚起」等

において字幕の有無のどちらがよいか評価を得たが、本項では、CM 理解等に対する

字幕の効果と字幕の必要性について考察する。 

「CM の内容がよくわかる」「商品の特徴が伝わりやすい」「CM の内容がすぐに理

解できる」「CM の内容が印象に残りやすい」「商品への興味をもちやすい」という 5

つの効果が、字幕の付与により向上するか評価を得た結果が図表 3-21～図表 3-25 で

あり、それらの「そう思う」「ややそう思う」と回答した割合の合計値を一覧できる図

にしたものが図表 3-20 である。 

いずれの指標でも、健常者よりも難聴自覚者において効果があるという回答が多く

得られた。なかでも難聴者からの評価が高く、いずれの指標でも約 60～70%の対象者

に効果があると評価されている。しかし、より音声による情報入手が難しい聴覚障害

者からの評価は非常に低い。 

また、CM 番組に字幕が付いた方が良いかどうかを調査した結果が図表 3-26 であ

る。健常者よりも難聴自覚者でそう思う（「そう思う」と「ややそう思う」と回答した

割合の計）とした割合が高い。「そう思う」と回答した割合だけをみると、聴覚障害者

で最も高いものの、「ややそう思う」と回答した割合も含めると聴覚障害者よりも難聴

者の方が高い。 

これらのことから、難聴者よりも聴覚障害者における字幕付き CM に対するニーズ

が低いように思われるが、この背景には、テレビ視聴状況の差があると考えられる。

前述の通り、聴覚障害者はテレビ視聴時間が短く、テレビを視聴しない者の割合も高

い。また、普段のテレビ視聴において放送番組の内容をほとんど理解できない割合も

高いことから、放送番組本編か CM 番組かに関わらず、テレビ放送番組を視聴しても

内容が理解できないことが原因と考えらえる。図表 3-20 数表内の「非該当」（いずれ

にも回答していない）の割合が高いことからも、同様のことが推測される。一方、聴

覚障害者のうち、CM 番組への字幕付与の効果に対して「そう思う」「ややそう思う」

と回答した割合が高い者は、テレビ視聴時間も健常者とほぼ同じであることから、聴

覚障害者にとって字幕が有効であったことを示したといえる。また、字幕の付与によ

り放送番組の内容を健常者と同じように受け取れるようになれば、聴覚障害者のテレ

ビ視聴が増える可能性もある。 
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図表 3-20 字幕の効果（「そう思う」「ややそう思う」と回答した割合の計） 

 

 

図表 3-21 字幕の効果 ①CM の内容がよくわかる 
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図表 3-22 字幕の効果 ②商品の特徴が伝わりやすい 

 

 

図表 3-23 字幕の効果 ③CM の内容がすぐに理解できる 
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図表 3-24 字幕の効果 ④CM の内容が印象に残りやすい 

 

 

図表 3-25 字幕の効果 ⑤商品への興味をもちやすい 
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図表 3-26 CM に字幕が付いた方が良いと思う 

 

 

 

3.2. web アンケートの調査・分析結果に基づく難聴自覚者数等の推計 

3.2.1.難聴自覚者数の推計 

3.1.4 での調査結果から、CM に字幕を付与することで、難聴者をはじめとした難聴

自覚者の CM 理解や関心喚起等に重要な役割を果たすことが分かった。こうした字幕

を必要とする難聴自覚者が全国にどの程度いるのか、本調査の結果を基に推計を行っ

た。 
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死亡推移についてそれぞれ中位、高位、低位の 3 仮定を設け、それらの組み合せによ

り 9 通りの推計を行っているが、「日本の地域別将来推計人口」では出生中位・死亡

中位を用いて推計している。 
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（１）全国での難聴自覚者数 

15～79 歳を対象に行った本調査の結果では、難聴自覚者率は全国で 33.6％であっ

た。将来推計人口に基づく 2015 年の 15～79 歳人口 1 億 64 万人から推計すると、難

聴自覚者数は全国で 3,386 万人 3いると考えられる。 

また、2015 年以降の難聴自覚者数は年々減少し、2040 年には 2,752 万人となると

推計される。しかし、人口減少等により難聴自覚者の割合は 2015 年の 33.6％から 2040

年の 34.1％まで 0.5 ポイント上昇すると予測される。 

 

図表 3-27 15～79 歳人口と難聴自覚者数推計 

 
[本調査および国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）」

を基に作成] 
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（２）地域別難聴自覚者数 

地域別でみると、最も難聴自覚者数が多いのは関東エリアであり、2015 年時点で

1,112 万人いると推計される。2040 年までの推移をみるといずれの地域でも難聴自覚

者数は減少すると予測される。地域別人口に占める難聴自覚者率の推移をみると、四

国エリアと九州・沖縄エリア以外で微増すると予測される。 

 

図表 3-28 エリア別難聴自覚者数（15～79 歳） 
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東海 32.4 32.4 32.5 32.6 32.9 32.9
近畿 32.6 32.7 32.4 32.3 32.6 32.9
中国 34.9 35.9 37.0 36.8 36.1 35.9
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（３）性別・年代別難聴自覚者数 

性別・年代別でみると、男女とも高齢層で難聴自覚者数が多い。性別・年代別人口

における難聴自覚者数は、いずれの層でもほぼ横ばいだが、少子高齢化の影響により、

難聴自覚者における高齢層の割合が高まると予測される。 

 

図表 3-29 性別・年代別難聴自覚者数（15～79 歳） 
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（４）CM 番組に字幕を付与することで広告効果をより強く訴求できることが見込ま

れる者の数の推計 

本調査結果から、CM 番組に字幕を付与することで広告効果をより強く訴求できる

ことが見込まれる者の数を推計する。推計される者として、難聴自覚者のうち「テレ

ビの放送内容を理解できない者」「CM 番組に字幕が付いたほうが良いと考えている者」

の二通りが想定される。 

2015 年時点で、難聴自覚者（15～79 歳）は 3,386 万人いると推計されるが、この

うちテレビ番組の内容を理解できない者（「あまり理解できない」と「ほとんど理解で

きない」と回答した割合の計）は、4.3％である（図表 3-8）。この層に CM が到達し

ていないと仮定して推計すると、難聴自覚者における CM 未到達者数は 146 万人とな

る。今後、難聴自覚者数の人口比が高まることが予測され、その中における CM 未到

達率も同様に高まると考えられる。 

また、難聴自覚者のうち、CM 番組に字幕が付いたほうが良いと考えている者（「そ

う思う」と「ややそう思う」と回答した割合の計）は 47.9％であり（図表 3-26）、1,622

万人にのぼると推計される。これに CM 未到達者数 146 万人を合わせると 1,707 万人

となり、CM 番組に字幕を付与することで、この層に対して CM の内容理解や商品の

関心喚起・購入意向、企業の好感度向上といった広告効果を、より強く訴求できると

考えられる。 
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 字幕付き CM 実施企業・未実施企業及び関連団体に対するヒアリング調

査 

4.1. 調査概要 

（１）ヒアリング対象 

字幕付き CM に係る企業・団体の認識について把握するため、関係者に対するヒア

リング調査を実施した。概要は下記の通りである。 

 

①関連団体に対するヒアリング調査 

対象者 日本アドバタイザーズ協会 

日本広告業協会 

民放連 

字幕付き CM 普及推進協議会 

調査実施 平成 28 年 12 月 

ヒアリング項目 ・ 字幕付き CM への取組状況 

・ 字幕付き CM の出稿に至らない課題、問題点等 

・ Web アンケート調査における調査・分析結果を踏まえ、字幕付き CM の

制作、出稿にどうつながるのか（今後の取組）（※参考資料 2 を提示） 

・ 字幕付き CM 普及推進協議会を通じた聴覚障害者の意見、評価 

・ その他字幕付き CM を普及させる上での障壁・課題 

 

②広告主に対するヒアリング調査 

対象者 字幕付き CM 実施企業 4 社 

字幕付き CM 未実施企業 3 社 

調査実施 平成 28 年 12 月～平成 29 年 1 月 

ヒアリング項目 ・ 字幕付き CM への取組状況（未実施企業に対しては認知状況） 

・ 出稿経験に基づく字幕付き CM の効果、社内外の評価等 

・ 字幕付き CM の出稿に至らない社内外の課題、問題点等 

・ Web アンケート調査における調査・分析結果を踏まえ、字幕付き CM の

制作、出稿にどうつながるのか（今後の取組）（※参考資料 2 を提示） 

・ その他字幕付き CM を普及させる上での障壁・課題 
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4.2. 関連団体に対するヒアリング調査結果 

4.2.1.字幕付き CM の普及における障壁・課題 

（１）認知率の向上 

各団体からは、字幕の有用性が障害者、健常者のどちらにも周知されていないこと

が課題としてあげられた。また、障害者団体へのヒアリングからは字幕ボタンが分か

りづらいという意見も聞かれており、リモコンの字幕ボタンが視認しづらい場所にあ

ったり、操作方法が分かりにくかったりすることが、字幕付き CM が普及しない一因

であると推察される。また、そのような状況から、字幕付き CM だけでなく字幕放送

全体が認識されていないと推測され、視聴者に対する字幕放送の認知向上への取組が

必要とされている。一方で、テレビを視聴しない者が多い聴覚障害者に対して、どの

ようにアプローチをすればよいのか、悩ましいという意見も聞かれた。 

 

 障害者にも健常者にも、字幕の有用性が認識されていって欲しいのだが、そこまで周知が行き

届いていない。 

 障害者団体ヒアリングからは、「番組と CM との区別が難しい」「字幕ボタンが分かりづらい場

所にある」という意見が出された。 

 障害者団体からも、（テレビリモコンへの）字幕ボタンの普及をして欲しいと言われる。 

 CM だけでなく、放送全般に関わる話として、字幕ボタンの位置が問題にもなる。今回の範囲

ではないかもしれないが、情報アクセシビリティに対するユニバーサルデザインという観点で

考えると、容易に字幕放送を利用できる環境づくりは重要だろう。 

 字幕ボタンが分かりにくいことも認知が広がらない一因だが、端末については工業会など別の

団体で取り組むべき領域であり、当団体で何か言えるところではない。 

 聴覚障害者に字幕付き CM を周知するための取組も必要だが、定量調査の結果でもあるように、

聴覚障害者はテレビを見ない人も多いため、どのように字幕付き CM の存在をアピールしたら

よいのかわからない。 

 

（２）CM 番組の字幕付与効果を示すデータの不存在 

CM 番組への字幕付与による効果を示すデータがないことも、広告主が字幕付き
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CM に参入しづらい要因であるという意見が得られた。また、過年度も含めた本事業

の調査結果からは、約 3 割の難聴自覚者がいることが分かったが、その中で字幕を必

要とする者の数、属性等がわかる具体的なマーケティングデータがないと、企業の

CSR 等に頼らざるを得ず、参入が進みにくいだろうという意見もあった。 

 

 聴こえにくい人がいることはわかるが、広告主のターゲットの中に、どの程度聴こえにくい人

たちがいるのか、既存のデータでは分かりづらい（若年層か、高齢層か）。広告会社としても、

CSR のみでやって欲しいと言われても広告効果が明確でない中では厳しいだろう。 

 広告は（広告効果が求められるものの）社会貢献の役割を担う側面もあり、それが企業ブラン

ドや企業価値の向上につながることは、広告主も認識している。 

 聴覚障害の有無に関わらず、字幕付き CM を実施すると実施企業の印象は良くなると、定量調

査の結果で出ているのであれば有用性はある。 

 定量調査の結果で出てきた、難聴自覚者の 3 割に含まれる「小さな声だと聞こえない」人たち

を、考慮すべき対象かと言われるとやや疑問がある。実際の対象は、失聴者＋聴覚障害者の 7％

なのだろう。ある程度聞こえる人にとっては、字幕が邪魔になってしまう（利用されず、好ま

れないものとして捉われてしまう）こともあるのではないか。 

 本来は、広告主の字幕付き CM に対する意向を基に、広告会社が積極的に放送局に働きかけて

いくのが第一義。しかし、現実的にはマーケティング的な要素が見出されていないことから難

しい状況である。 

 

（３）日程の厳しさ・搬入フローの煩雑さ 

CM 制作から放送までの日程的な制約も課題としてあげられた。CM は、放送前に

テレビ局による考査 4を経る必要があり、字幕付きでない CM の場合は放送日を含ま

ない 4 日前（土、日、祝日を除く）までの素材搬入となっている。字幕付き CM の場

合は、通常の CM 完成後、字幕を付与する作業や放送局によるチェック作業が必要な

ため、放送 3 週間ほど前に CM を仕上げる必要がある。また、在京キー局では字幕付

き CM に対応できる形となっているものの、局ごとに搬入フロー（搬入の日程や事前

確認資料等）が異なっているために、字幕付き CM の実施がより煩雑となっている。

                                                   
 

4 考査には、広告主に関する「業態考査」と CM の内容に関する「CM 考査」がある。CM 考査では、CM の

表現を民放連の放送基準や関係法規、各局内規等と照合し、問題がないか確認している。 
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一方で、テレビ CM では、放送日の天候や競合他社の状況等を勘案した対応が求めら

れることもあり、考査日程の短縮が求められている。 

 

 消費者のニーズも認識しているが、技術かつオペレーション的なもの（素材納品の方法、字幕

付与に伴う制作期間の延長等）で試行錯誤をしており、ここ 1、2 年で思ったよりも（字幕付

き CM の取組が）進んでいない。 

 トライアル段階では、各放送局や広告主ごとにオペレーションが異なっており、どうしても煩

雑になってしまっている。要するに字幕付き CM はオプション対応になっており、どうしても

二の次に考えてしまいがちである。 

 インターネット上の自社サイトに字幕付き CM を掲載するのであれば自社のタイミングで実

施できるが、放送の場合は放送開始の考査等の時間を勘案し、放送開始の約 3 週間前に CM を

仕上げる必要がある。物理的（局別の対応等）、時間的制約が非常に足かせになっている。 

 物理的、時間的制約については、広告主の企業努力だけで解決できるものではなく、放送局、

CM 制作会社、広告会社など色々なステークホルダーがいる中での解決が必要である。 

 考査にかかる時間を勘案して、少し前倒しで搬入している現状を考えると、局で字幕をつける

ならばさらに時間が必要になる。しかし、その時間を確保できるよう搬入のスケジュールを組

むと宣伝戦略の機動性を損ねることになる。その点でも現実的ではない。 

 制作のフロー自体は作成したが、出稿モデルのフローがルール化されていない。その辺りは明

確にした方がよいのだろうか。 

 どの広告主も関心がないわけではないが、予算も厳しくなる中、新たに投資することの意味を

考えると、納期と環境が変わらないと現実的に参加することに対するハードルが高い。 

 

日程や搬入フローの問題を解決する一つのきっかけとして、現在議論されているオ

ンライン送稿 5の導入がある。オンライン送稿自体はそれほどの時間短縮にはならな

いだろうという意見だったものの、それを機に搬入フローが見直されることで、時間

的な問題が解決される可能性もあるという意見が得られた。また、情報保障として求

める字幕によるサポートの度合いによっては、新たな技術を導入することでより効率

的に短期間で字幕付与できるようになる可能性を示す意見もあった。 

 

                                                   
 

5 テレビ CM 素材の搬入時には、ファイルベースメディアおよび HDTV カセットテープのうち、テレビ局が指

定する媒体が用いられている。これに加え、オンラインでの CM 素材の搬入が可能となるようオンライン CM
搬入暫定規準が平成 28 年 11 月に新たに制定され、平成 29 年 10 月から適用される予定となっている。 
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 オンライン送稿になると若干時間の短縮はできるが、それほど変わらないだろう。現状では、

ローカル局から東京支社に搬入し、1 日かけて局に送っており、その分は短縮できる。しかし、

局でのチェックが必要であることや、それにかかる時間は変わらないため、根本的な問題解決

につながるほどの時間短縮にはならない。 

 CM の搬入方法は、従来通りだが、現在議論されているオンライン送稿が 2017 年を目途に運

用が開始される可能性がある。そうしたインフラ変化のなかで時間の問題やチェック体制が組

織的に整備されることを期待している。 

 オンライン送稿が進めば、字幕の付与はインターネット広告のように短期間でできるようにな

るのかもしれない。 

 基本的には情報保障であるため、100％を求めるのか、技術革新を使って 6 割でも対応出来れ

ばいいのか、という議論は必要だろう。 

 

（４）費用負担 

字幕付き CM には、字幕付きでない CM の制作費に加えて、字幕の制作費と考査等

を含む各種確認に係る放送局の手数料が必要となるが、字幕付与がトライアルから本

格導入となることで料金体系が変更になり、手数料が高くなる可能性もあるという意

見もあった。字幕付き CM の制作費と手数料については、放送局と広告主ごとの個別

の契約となるため、字幕付き CM 普及推進協議会では引き続き調整が必要としている

が、4.3.1（4）④に記載したとおり、字幕付き CM の出稿経験のある企業の意見につ

いても留意する必要がある。 

 

 トライアルの段階であるため、考査等各種確認に係る費用の透明性（負担者）をどうするかま

では決められていないのだろう。 

 局の営業からすると、テレビ媒体の評価はネットの動画広告などと比べて広告主から厳しく査

定されており、手間とお金のかかる字幕付き CM をやってほしいとは言いづらい。ただ、広告

主が積極的ならば、それを断るテレビ局はあまりないだろう。 

 コスト面で考えると、例えば CM1 本の字幕付与制作費が 30～50 万円、放送局の考査で 5～

10 万円といわれている。トライアルでなく、字幕付与が必須になれば 10 万以上になるという

可能性を懸念している。そうなると素材を多く抱えている広告主は多大なコスト負担となり、

テレビへの出稿に影響するかもしれない。 

 現状では、コスト、納期、管理とオペレーション比重が大きいことが、字幕付き CM に取り組



41 

む意思があってもすぐには取り掛かれない障壁となっている。 

 字幕付き CM に参加する企業は字幕あり／なしの 2 種類の素材が必要であり、手間もコストも

かかる。 

 CM への字幕付与に伴う費用の有無については、団体間で話すことはできない。確かに考査は

手間がかかるだろうが、その費用は放送局ごと、広告主ごとの個別の話であり、一律に団体間

で決められる問題ではない。 

 

（５）提供番組枠の設定 

現在、字幕付き CM の多くが 1 社提供枠で実施されているが、その費用の高さから

1 社提供枠に出稿できる企業は限られている。そのため複数提供でも実施できる枠が

必要であり、放送局でも用意している。しかし、その枠の放送番組が広告主の訴求し

たいものと一致せず、出稿しないケースもあるようだ。また、同一提供枠内で一部の

企業の CM 番組が字幕付きであった場合に、事前に各広告主に確認する必要もあり、

非常に煩雑であるという意見もあった。 

 

 放送局からは字幕付き CM を受け付けるには手間暇がかかる、枠を用意しても引き合いがない、

という意見を聞いている。 

 局が割り当てている枠の問題もある。１社提供ならばどの枠でもよいのだろうが、1 社提供が

少なくなりつつある。複数枠は限定的に行っているため、それを広げるのも局の課題。 

 局が複数提供枠をもう少し増やせるとよいのだが、（広告主からテレビ CM に対する評価が厳

しくなっている点を考慮すると難しく、団体としても）そこまで言及できる立場ではない（p.40

参照）。 

 枠の状況については、直接局に問い合わせるしかない。（少なくとも）キー局であれば、問い

合わせに対応できるようになっている。 

 参入障壁の解消のためには、複数提供が増えていくことが一つはあるだろう。しかし、複数提

供枠のなかで一部企業だけが字幕をやっていると、他社にも確認をせざるを得ない。その平等

性を担保するための調整作業が難しい。フォローする（簡単に調整できるような）システムが

できればよいが簡単ではない。 

 複数社提供枠は、放送局が勝手に決めた枠だという広告主がいる一方、放送局としてはゴール

デンタイムに設定したのになぜそのように言われるのか、という思いもあり、コミュニケーシ

ョン不足がその要因になっていると考えられる。 
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（６）責任と権利の所在の違い 

テレビ CM に関して、内容に関する責任や著作権は広告主にあり、放送に対する責

任は放送局が負っていることから、放送局での考査に時間がかかるのはやむを得ない

という意見がある中で、放送局と広告主の立場から様々な意見が表明されている。 

 

 放送は免許制であり、放送局は放送に対して責任を持つという意識が非常に強いため、何でも

流せるインターネットとは異なり、考査に時間がかかるのはやむを得ない。 

 字幕付与をすべて放送局に任せても良いという広告主もいる。一方、CM のクリエイティビテ

ィにこだわりたい広告主もいる。 

 一部の広告主から CM への字幕付与を放送局で行って欲しいという意見があることに関して、

3～4 日前に搬入される CM に字幕を付け、広告主に確認してもらう時間を考えると、今とそ

れほど変わりはないのではないか。また、放送局がすべて責任を負わなければいけなくなって

しまう。 

 広告主から CM の字幕付与を放送局に全て任せられることになれば、放送局がすべての責任を

負うことになってしまう。 

 放送局で字幕を付けるとすれば、クレーム発生に対する責任の所在の問題も出てくる。このあ

たりの責任分界点をどのように取り決めるのかも課題である。 

 CM は、内容に関する責任や著作権は広告主にあり、放送の責任は放送局にあるため、非常に

複雑である。 

 字幕付き CM の表示や、文字数等、関係者でガイドラインが作成されている。ただし、消費者

と広告主の情報の対称性で考えると、広告主は間違った情報の伝達によるコンプレインや、そ

こから発生する損害賠償の可能性も求めざるを得ないことは確かである。しかし、難聴者の意

見を見ていると、字幕が付くことによる楽しみの共有などが求められているのであり、そこま

で正確性を求められているのか疑問がある。あまりに型にはまりすぎているので字幕付き CM

へ乗り出せない企業もいるのではないか。 

 

 

 

（７）事業者間での情報の共有不足 
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字幕付き CM の提供に係る意向や、放送局の搬入フロー等の情報を事業者間で共有

することが、より普及促進するためには重要であるものの、広告主と広告会社、放送

局の 3 者間での情報共有が不足している面や、広告会社の中でも字幕付き CM への取

組状況等が共有されていないことも一因となっているようだ。 

 

 アドバタイザーズ協会でセミナーを行っているため、広告主の間でノウハウが全く共有されて

いないわけでもないだろう。 

 字幕付き CM をやりたいと思っているスポンサーがいるのに、それが局に伝わっていないのは

課題。 

 広告主と放送局の調整は広告会社の役割だが、字幕付き CM の認知の低さ、意義がうまく伝わ

っていないことが、普及につながっていかない要因なのかもしれない。 

 広告会社のなかでも、ダイバーシティの部署など、一部のみが取り組んでいる状況である。 

 広告会社では、電通以外にも始めているところはあるが、全社を挙げてというよりも意識の高

い人が地道にやっている状況のようだ。 

 

4.2.2.その他 

4.2.1 で記載した障壁・課題に対しての解決策として、以下の意見があった。 

（１）技術革新 

音声認識による自動字幕付与の開発が進んでおり、本調査対象団体が実施したイベ

ントでも利用した事例があった。また、音声を使わない動画広告として、トレインチ

ャンネルやインターネットの広告がある。これらのノウハウが字幕付き CM に波及し

てくる可能性に期待する声もあった。 

 

 字幕付き CM 普及推進協議会が大阪でセミナーを行った際、UD トークのシステムを使って情

報保障を行った。UD トークの技術は、誤変換もあるため人間による修正は必要だが、認識率

が非常に高い。ただ、CM は効果音や BGM などがあるため、正しく音声を拾えない。その点

では技術的にはまだまだなところもある。 

 各社はトレインチャネルやインターネット動画広告で、音声なしでその商品・サービスを伝え

ていく方法を検討している。そのノウハウが一定まで蓄積されたときに、それが字幕付き CM

まで波及してくるのではないか。 
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 技術革新によって、現在の問題が一気に解決される可能性もあり、それを待っている面もある。

状況の変化を見ながら、普及推進を進めていくしかない。 

 

（２）健常者への有用性訴求 

字幕は主に聴覚障害者や聞き取りに不安のある者への情報保障であるが、健常者に

とっても有用性のあるものである。この点を訴求することで、健常者も含めた幅広い

視聴者に字幕を普及させていくことも考えらえる。 

 

 シーン別の字幕の有用性はあるだろう。例えば子供が受験生の場合、子供に気を使って音声を

小さくし、字幕表示でテレビを見ることがある。また、騒がしい飲食店でテレビをみるときも、

字幕表示だと健常者にとっても有用性は高い。 

 

（３）CM 番組の字幕付与効果を示すデータの整備 

課題でもあげられた点だが、字幕付き CM は手間やコストがかかる一方、その実施

によってどの程度字幕付与による広告効果があるのかがデータとして示されていない。

広告主の字幕付き CM 参入を進めていくためには、このデータ整備が必要であり、そ

の役割を行政に望む意見があった。 

 

 行政に最も望むのは、マーケティングニーズの調査である。マーケティングを進める中でも、

その指標などはあった方がよいのではないか。 

 

 

 

 

4.3. 広告主に対するヒアリング調査結果 

4.3.1.字幕付き CM 実施企業に対するヒアリング調査結果 

（１）字幕付き CM への取組状況 

①取組のきっかけ 
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字幕付き CM に取り組んだきっかけは様々で、企業方針（ユニバーサルデザイン）

に基づいたこと、他の広告主からの提案を受けたこと、元々出稿していた番組が字幕

推奨となったことが挙げられた。 

 

 自社製品はユニバーサルデザインを念頭に置いており、CM づくりに対しても同じような考え

を持っている。2 年ほど前、読売新聞で難聴取者が 1300 万人いるという報道がされた際、社

内で難聴取者への取組の必要性を認識した。その後一社提供番組が開始されたため、字幕付き

CM を実施できた。しかし、そうしたタイミングでなくても、意思があれば実施できる環境が

整ってほしいと考えている。 

 字幕付き CM 実施の直接的なきっかけは、すでに字幕付き CM を実施していた他の広告主か

らの提案である。担当者の訪問を受け、複数社提供枠での字幕付与のトライアルの提案があっ

た。その提案を受け、まずは 1 社提供枠でのトライアルから始めた。 

 CM への字幕付与の具体的な進め方については、実施経験のある他の広告主から直接、具体的

な手順や配慮する部分、留意事項等を伺った。 

 元々出稿していた番組が、放送局側の意向で字幕推奨の番組となったため、それに協力した。 

 

②現在の取組状況 

現在、字幕付き CM を実施している企業からは、現在の出稿を前向きに継続したい

という意見と、現在の一社提供番組以外の枠で出稿する予定はないという意見があっ

た。また、過去に字幕付き CM を実施していた企業は、一社提供番組が終了してから

は字幕付き CM を実施していないという意見があった。 

 

 番組改変の時期であるため、提供番組の検討はしているが、一社提供番組は継続したい。それ

以外の複数提供番組でも、現在のトライアルは継続する予定である。 

 現在は一社提供番組の終了に伴い字幕付き CM を見送っているのが現状（p.54 参照）。番組終

了後、地上波の特別番組で一社提供をした際に字幕付き CM を流したことはある。 

 番組終了後も字幕提供に対する意欲はあるため、複数社提供番組で対応できる企業だけでも字

幕提供できるようになってほしい。 

 提供枠に対する要望はなく、今までの一社提供番組以外に字幕付き CM を入れることも考えて

いない（p.46 参照）。 

 放送に間に合う素材のみを使っていること、15 秒はなく 30 秒の CM しか字幕を入れていない
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ことから、最近は制作本数が減っている。意図して減らしているわけではない。 

 

③字幕付き CM に対する意識 

字幕付き CM を意義あるものとして捉えているという意見が多かった。しかし、字

幕付き CM の出稿ができない・増えない現状があり、その理由として、放送枠がない

ことが挙げられている。また、CM 番組に字幕を付与することの効果を示すデータが

ないために、字幕付き CM への取組に関する議論が停滞している企業もあった。さら

に、字幕は放送局が放送における社会的責任の一環として行うべきものであると捉え

ている、という意見もあった。 

 

 企業として、製品やサービスの提供においてユニバーサルデザインの推進に取組んでおり、広

告宣伝部としてはコミュニケーションにおいてもユニバーサルデザインへの取組を続けたい。

しかし、一社提供番組が終了したため、実施する場がないのが現状である。 

 同業内で初の一社提供番組の実績経験があるため、字幕付き CM の継続は負担になっていなか

った。番組にも字幕をつけられていたので、番組と CM を通してトーンは整っていたと思う。 

 一社提供番組がなくなれば、字幕付き CM はやめることになるだろう。複数提供枠では、テレ

ビ局に提案された番組に限定され、広告主の意思を反映できなくなるため実施していない。 

 2014 年から開始し、しばらく経っているが、いまだ試験段階と捉えており、今後字幕付き CM

をどのように展開していくかの議論が社内で進んでいない。そのため、複数提供枠の実験には

参加していない。 

 社内で議論が進んでいない理由の一つに、字幕によって健常者も含めて分かりやすくなったこ

とによるブランド力向上の測定をしていないことがある。字幕付き CM だけの調査も行ってお

らず、字幕付き CM をどのように評価していいのかが分からない。 

 すべての CM に字幕をつけているわけでなく、番組の内容等に合わせて出稿枠の CM にのみ

字幕をつけている。CSR 的な観点から字幕の必要性は感じているものの、現状では字幕付与

による効果が分からないため、全 CM を字幕に対応させることは難しい。 

 幅広い商材の中で、例えば高齢者対応の商品の場合は字幕の付与によって理解度が高まるため

対応を進めたい。しかし、若者向けに対しても必要かどうかは、やはり効果が明確にならない

と字幕対応を進めるのは難しい。 

 字幕の付与は、意義のある取組だが、放送局の放送コンテンツに対する社会的責任に基づくも

のであるため、基本的には放送局側で対応すべきものだと認識している。 
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④制作の現状 

いずれの企業も字幕をつける CM 番組は、30 秒以上であり、15 秒の CM 番組に字

幕をつけている企業はなかった。平成 26 年度の調査では、15 秒の CM 番組への字幕

付与は時間と情報量のバランスから難しいという意見があり、今回の調査対象企業で

も同様に捉えていることがうかがえる。字幕をつける際には、視覚と聴覚とのマッチ

ングで得られる訴求効果を字幕で再現できるようにする、CM で伝えたい要素を漏ら

さないようにする、発言者が分かるようにするなど、様々な工夫をして制作している。 

 

 30 秒の CM にしか字幕をつけていない。 

 字幕付き CM は、15 秒は使わず、30 秒以上である。8～9 割が 30 秒 CM だが、BS では 60

秒が主。通常の CM よりも長いため、字幕をうまく使いたい。歌詞に思いを乗せた CM 展開

をしているため、字幕をつけたことでその歌詞を伝えられたのはやってよかった。 

 テレビの効果として、視覚と聴覚のマッチングで最大の効果が出るようにクリエイティブを工

夫しているため、双方を活かした訴求をしたい。 

 どの人が話しているか分かるようにすること、伝えるべき要素を外さないこと、限られた画面

にどう載せるかを非常に意識した。 

 ルールに則り、全てにキャプションを付けている。以前、音楽だけが流れるシーンに字幕を付

けた結果、字幕が♪マークだけになり、本当に必要か検討をしたが、聞こえない人にとって音

楽が流れていることが分かるため、必要だろうという結論になった。 

 字幕はクリエイティブでなく、コミュニケ―ションのフォローだと考えている。それをきちん

と持ったうえで表現するように伝えてきた。 

 テロップ表示と字幕が重複する場合は字幕を省いていたが、それ以降は重複も含めてすべて字

幕で表現するようにした。これを通じて、自分たちの狙いと機能が明確になったのは非常に良

かった。 

 

（２）字幕付き CM の効果、社内外の評価 

①字幕付き CM の効果 

字幕をつける対象にはセリフだけでなく BGM で流れる歌も含まれる。広告主によ
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っては、その歌にメッセージを込めた CM 作りをしていることもあり、その歌詞の共

有が重要であるという意見もあった。字幕に対応していない CM でも商品ターゲット

によってコピーを入れるなどの工夫をしている広告主もあり、字幕の効果は CM の訴

求方法によって異なってくると考えられる。一方で、字幕の付与により、健常者にと

っては画面が見づらくなるなどの意見も示された。 

 

 自社の CM にはオリジナルソングを使ったコミュニケーションをやっており、歌詞が分からな

いとメッセージが伝わらない、ということが平成 26 年度の調査結果からわかった。 

 平成 26 年度のインタビュー時に難聴者は聞こえている人と同じ内容をすべて知りたいと思っ

ていることが分かった。 

 B to C の消費財でタレントのイメージを活用した CM であれば、音よりもタレントイメージ

を主とした訴求であるため、字幕の必要性は薄いかもしれない。 

 高齢者がターゲットの商品の場合、年齢による聞こえづらさを考慮して、CM にコピーを入れ

るなど、伝えるべき情報が伝わるような工夫は随時している。字幕に対応していないからとい

って無視しているわけではない。 

 視聴者視点で考えると、特に（字幕への依存度が高くなると思われる）高齢者にとっては、

CM に入って字幕ありと字幕なしが混在しているのは中途半端。 

 

②字幕付き CM の社内外の評価 

字幕付き CM の実施に対する視聴者からの反響はごくわずかである。しかし、平成

26 年度の調査結果から意義を見出せた、制作段階で音を消して CM を見た際に字幕の

重要性を認識できたなど、社内での認識共有のきっかけになっている。また、字幕付

き CM 未実施企業から、字幕付き CM について問い合わせを受けた例もあった。一方

で、限られた秒数の中で全情報を字幕にすることの難しさもあり、広告主の苦労がう

かがわれる。 

 

 取組に対して、視聴者からの反響が自社の宣伝部にそれほどあったわけではない。しかし、平

成 26 年度の総務省の調査結果をみて、いいことをやっているという実感を得られた。 

 限られた秒数の中で、伝えたいものをきちんと伝えるという CM のルールの中では、字幕付き

CM はとても有効だった。ポスプロで制作作業をしている際、音を消して CM を見ていると、

字幕がなければ何もわからないことが理解できた。 
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 字幕が入っていてうれしかったという感想はいただいたことがあるが、秒数が限られているた

め、全情報を字幕にすることは簡単ではない。 

 視聴者や社内からの反響はそれほどない。ただ、少し前に他社から字幕付き CM について教え

てほしいという連絡があり、字幕付き CM を始めた背景、やり方、悩みなどを話した。その企

業は現在字幕付き CM の実施に向けて準備しているようだ。 

 他の広告主も字幕付き CM に関心がないわけではなく、字幕付き CM のセミナーに参加して

いた企業から、実施に向けて個別に話を聞きに来られたことがある。そうしたことがあると、

字幕付き CM の広がりの可能性を感じられるし、実施企業としても嬉しく感じる。 

 

（３）「3.1web アンケートの調査・分析結果」に対する意見 

本調査研究の定量調査から、全国で約 3 割の難聴自覚者がいることが分かった。こ

の結果を、字幕付き CM を実施している企業としてどのように捉えるのだろうか。オ

リジナルソングで訴求する企業は、聴覚障害者や難聴者だけでなく、聴取りに不安が

ある層も含めて広告費と効果のロスであり、字幕の取組が必要だと捉えている。しか

し、それ以外の企業からは、3 割のうちのどの程度の者が字幕を本当に必要としてい

るのかを知りたいという意見もだされた。 

なお、3.2.1（4）に示したとおり、CM 番組に字幕を付与することで広告効果をよ

り強く訴求できることが見込まれる者の数は、本調査結果から、1,707 万人と推計さ

れる。 

 

 多くの人に伝えるためにテレビに出稿しているにも関わらず、30％の人に届いていないという

のは広告費と効果のロスでもあり、字幕対応の必要性を強く感じた。 

 自社の CM は、最後まで企業名を出さず、歌で企業名を気付いてもらう形式である。その歌が

伝わらないということは、7％の難聴者だけでなく、聞き取りにくい 26.7％もロスであり、字

幕付き CM でフォローできるならやるべきと考えている。 

 難聴自覚者 3 割とは言うが、程度の差もあり、3 割の人が全員字幕を必要としているかは分か

らない。一方で、自分たちが認識しているよりも多くの人が字幕を必要としている可能性もあ

る。 

 難聴自覚者 33.6％というのが日本の実情であれば、分かりやすくメッセージを伝える役割を

担うものとして、やはり字幕に取り組んでいかなければいけないことが分かった。 

 難聴者や聴覚障害者に向けた情報では、字幕付き CM の実施を知る機会があるのかもしれない
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が、高齢者も含めた聴き取りに不安のある人はそうした情報に接しないため、字幕付き CM を

知らないのではないか。その人たちは、字幕番組は知っているので視聴するが、CM になると

字幕が出ないので、そういうものだと認識していると考えられる。 

 

（４）字幕付き CM の普及における障壁・課題 

①認知率の向上 

字幕付き CM の実施企業からは、視聴者および関係業界における認知率が低く、双

方に対して字幕付き CM の実施とその意義の認知を広めていくことが必要であるとの

意見が多く出された。特に、広告主や広告会社内では、その効果も含めた字幕付き CM

の情報を広げることが重要であるという意見が得られた。 

 

 字幕付き CM に必要なことは、認知率の向上と、実施の意義・効果が目に見える形で広く知れ

渡ることではないか。認知率の低さが一番の問題である。 

 字幕付き CM は、実施企業内でも知らない人もいる。そうした中で、字幕付き CM を知って

いる一部の人だけが取り組んでいるのが現状である。 

 字幕付き CM の実施を企業としてアピールしているところもあるが、そうした普及は個別企業

で行うのではなく、協会等団体で進めてくれた方がありがたい。 

 字幕付き CM の目的や意義が企業で理解されれば、実施する企業は出てくるのではないか。リ

オでもパラリンピックで障害者スポーツが注目され、放送もされ、スポンサーも増える中で、

一連のムーブメントとして東京オリンピック 2020 に向けて障害者対応を進める企業が増える

のではないかと期待している。 

 

②字幕付き CM のマーケティングデータの整備 

字幕対応が進まない背景の一つに、字幕付与による広告効果を示すデータが整備さ

れていないことがある。CM 番組に限らず放送番組本編でも良いので、字幕を付けた

ことによる視聴時間の変化や、理解度の上昇があれば CM にもデータを応用できるの

ではないかという意見があった。また、聴覚障害者が認識できる文字の表示速度や、

画面上の文字と映像を同時認識できるかなど、どのような見方がされているのかも含

めた情報が欲しいという意見が出された。そのほか、字幕付き CM が少ない現状にお
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いて、聴覚障害者の方が商品購入に役立てている情報源を知りたいというニーズもあ

った。 

 

 広告は予算に限りがあるため、字幕付き CM を進めるには効果が分かるものがあったほうがよ

い。 

 テレビ番組でも、字幕を入れることでどのくらい見るようになったか、どのくらい理解できる

ようになったのか、という情報があれば、CM でも役に立つのではないか。 

 字幕を入れること自体は可能だが、視聴者が理解できる文字数と表示速度で対応できるかが難

しい。 

 聴覚障害者が字幕付き CM を見た際に、文字と映像の両方を認識できるのか、文字だけなるの

かが気になる。 

 字幕付き CM が少ないなかで、聴覚に障害のある人が何の情報を基に商品の選択をしているの

か。字幕の CM はマーケティングの一環であるため、そこに役立つことも重要。 

 

③日程の厳しさ・搬入フローの煩雑さ 

考査にかかる時間が長く、これをどのように解消するかも課題としてあげられた。

一方で、事前に字幕付与を前提に作られた CM の場合は、考査を勘案したスケジュー

ルでの素材搬入はしているものの、制作の段階で字幕をつけているため、スケジュー

ルはそれほど負担になっていない事例もあった。 

 

 字幕付き CM を実施して、放送局の考査が遅いことが分かった。考査の結果 NG を出されたこ

とはないが、放送局から厳しい日程を提示されることも多く、協力的なのか非協力的なのかわ

からなくなることもある。物理的にかかる時間をどのようにするかも課題だ。 

 字幕付き CM の制作フローは下記のような形をとっていた。 

 通常 TVCM 完成 

  ↓ 

 字幕改定仮編 

  放送局事前考査、クライアント字幕案チェックを実施 

  放送局事前考査は 3～5 営業日程度、 

  ↓ 
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 字幕改定本編試写 

  放送局事前考査完了後、完パケ作業 

  ↓ 

 放送局考査 

  字幕シートと共に、最終映像を提出 

  3 営業日程度、掛かる印象 

  ↓ 

 HD-CAM プリント 

  ↓ 

 放送局搬入 

 プレでの字幕考査としての映像データと、クローズド・キャプションの原稿データを 2 段階で

出稿しなければならず、出稿時期も通常より前倒しする必要がある。しかし、そのレギュレー

ションを理解していればそれほどの手間とは感じない。むしろ、その次にある通常の出稿をそ

の分前倒しできると考えれば、万一の時にも対応可能となる。 

 字幕をつける CM の場合、CM 制作とほぼ同時に字幕を入れているため、字幕付与によりタイ

ムラグを感じることはない。 

 

④費用負担 

CM 番組への字幕付与により、制作費と考査を含む各種確認に係る手数料が追加で

必要となってくる。制作費を負担だと捉える広告主はいなかったが、手数料は放送局

によって異なっている。考査に係る放送局の負担に理解を示しつつも、いずれの広告

主も字幕付与は放送局の社会的意義に基づくものであり、これに係る手数料は放送局

が負担するべきであると捉えている。 

 

 広告費はかなり価格交渉をしていると社内に説明してあるため、費用は問題となっていない。 

 字幕付与に伴う費用もあるが、企業方針に則った CM であるため特に問題視していない。 

 字幕の付与に対して、放送局に追加費用を払っているわけではないため、放送局としても字幕

の確認作業が負担になっている可能性はある。 

 字幕については、番組と CM とで分けて捉えるのではなく、放送に字幕を付与する一環として

取り組むという形でもいいのではないか。 

 考査の追加費用はテレビ局に支払っていない。交渉中としてグレーゾーンとしている。 



53 

 字幕の考査は通常の考査と別作業なので、追加費用が欲しいと言われたが、納得できない。放

送局が社会的意義のために対応するものなので、広告主にその負担を求めるのは理解できない。 

 字幕をつける際、テレビ局側から字幕作業に係る追加費用を請求されたが、本来ならば放送局

が負担するべきものではないだろうか。 

 字幕付き CM を出稿して考査を通った後に、字幕は変わらなくても一部の画像の差し替えが発

生しただけでも、考査の費用を 2 回分求められることがある。手間がかかることは理解してい

るが、このコストについてはやや納得できない。 

 初めて実施する企業は相場観が分からないため、字幕付与に係る費用（制作費、手数料等）を

みて驚くことはあるかもしれない。 

 

⑤字幕付き CM に係る情報共有 

広告主が字幕付き CM に対して積極的に取り組みたいという意思がありながらも、

放送局から実施可能な枠の提案がないという意見もあった。その際のアプローチ方法

が分からないことが、実施できない要因ともなっており、事業者間での情報共有が必

要とされている。また、字幕付き CM に関する情報（費用やフロー等）が分からない

ため、参加できない企業も多いのではないかという指摘があった。 

 

 字幕付き CM に取り組んでいることをどのように放送局に PR すればよいかわからない。 

 2015 年から字幕付き CM を出稿し始めたが、字幕付き CM を出稿している企業は少ないと聞

いた。その点は、テレビ局として字幕付き CM の提供番組の認知向上を行った方が CSR の観

点からも望ましいのではないか。放送局からのアプローチがなければ、対応を検討する広告主

は増えないように思う。 

 自社は字幕付き CM に取り組んでいるため、字幕付き CM と字幕なし CM のフローは熟知し

ている。しかし、初めて取り組む企業には情報（費用や、業界でどの程度取り組まれているの

か等）が届いていないことも、字幕付き CM に取り組めない一因かもしれない。 

 字幕付き CM 素材の搬入ルールなど、取組内容、ルールを継続的に周知することが必要。 

 

⑥ポスプロのキャパシティ 

CM 番組への字幕付与を行っているポスプロは数社あるものの、実質的には字幕付

き CM のトライアル開始時から字幕付与を行っている 1 社がそのほとんどを担当して
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おり、字幕付与のノウハウはこの 1 社にのみ蓄積しているのが現状となっている。ま

た、字幕に対応しているポスプロをこの 1 社のみであると認識する企業も多い。その

ため、今後 CM の字幕対応が進み、CM 本数が増加した際に 1 社のみで対応できるの

かを不安視する意見もあった。 

 

 現在字幕付き CM に対応しているポスプロは 1 社のみと聞いている。 

 今後、スポットでも字幕付き CM を放送できるようになり、字幕付き CM の量が大量になっ

た時、1 社のみで字幕付与に対応できるかが不明である。 

 トラブルが起こった際、その後の各方面とのやり取りをポスプロが行い、円滑にコミュニケー

ションが取れた。その分、広告主としてはポスプロに頼りすぎているかもしれないとは感じて

いるが、それだけのノウハウの蓄積があり、信頼している。 

 

⑦番組提供枠 

現状では、字幕付き CM のほとんどが 1 社提供枠で実施されている。広告主として

はそれ以外の枠でも対応を進めたいが、放送局側で字幕付き CM の放送枠を設けてい

ないことを課題として捉える声もあった。また、複数提供枠では、番組に広告主の意

思を反映できないため、出稿したくないという意見も出された。 

 

 視聴者からのニーズがないからでなく、費用対効果でもなく、放送できる枠がないことが、字

幕付き CM を実施していない理由である。テレビ局側が、スポットでどの程度対応するかが課

題ではないか。 

 一社提供番組がなくなれば、字幕付き CM はやめることになるだろう。複数提供枠では、テレ

ビ局に提案された番組に限定され、広告主の意思を反映できなくなるため実施していない。 

 放送局も、字幕付き CM の受け入れ態勢は取っているものの、番組改変時に字幕対応している

という情報を積極的に出している状況ではない。 

 

 

⑧権利と責任の所在 

現状では、字幕付き CM の実施は広告主が主体となっている。しかし、広告主によ

っては、放送に関する責任をもつのは放送局であり、放送局主体で行うことが望まし
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いと認識しているところもある。放送局主体で字幕付き CM への取組が進めば、実施

する広告主も増えるのではないかという意見もあった。 

 

 聴こえにくい人が多くいる中、テレビがあまり長時間見られていない現状があるのならば、地

上波として（放送局に）そこをフォローしてもらえるとありがたい。 

 世の中に必要なものの普及振興を考えれば、その役割は一部の広告主が負うのではなく、メデ

ィアが受け皿となったほうが、企業も字幕付き CM に取り組みやすい。その受け皿が必要であ

ろう。 

 放送局にメッセージの発信者としての技術があり、広告主も内容確認ができるのであれば、放

送局での字幕付与によって広告主の負担が減り、すそ野が広がっていくかもしれない。 

 字幕付き CM 自体は意義のある取組であると捉えている。しかし、それにかかる費用や作業を

どこが負担するのかが不明瞭な状況では、広告主として積極的に取り組むのは難しい。 

 

（５）その他 

（４）で記載した障壁・課題に対しての解決策として、以下の意見があった 

①技術の向上 

現在、CM 素材のオンライン送稿の環境整備等について、関係団体・企業で協議さ

れている。これが導入されれば字幕付き CM の取り込みが容易になるという意見もあ

った。 

 

 オンライン送稿では、センターから CM 素材を取り込む際にボタン１つで字幕の有無を選択す

るだけなので素材選択のプロセスが簡略化される。オンライン送稿が導入されれば、一社提供

であっても複数社提供であってもほとんど変わらないプロセスで実施できるようになるので

はないか。 

 

 

②公的補助等 

公的補助として望むものとしては、字幕付与に関わる費用補助、字幕付与効果の測

定、字幕付き CM の普及活動の 3 点が挙げられた。字幕付き CM の制作費を負担に感
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じてはいないとしながらも、費用補助があれば普及が進むのではないかという意見が

あった。 

字幕付与効果の測定については、公的な調査結果等であれば関係各所で共有できる

指標となる。また、国民に広く情報を共有するという点からも、調査の実施とその内

容の公開を求める声があった。 

また、社会全体として、障害者への対応は特別なことではなく、広く社会全体への

対応であるという考えに変容してきている。そのため、個別企業が自社の取組として

アピールするのではなく、国が広く国民に対して普及活動を行っていくことを求める

意見もあった。 

 

 字幕付き CM は、広告主の自己責任と自己判断で作ることを前提に取り組まなくてはならない。

字幕付与にも費用がかかるので、その補助をしてほしいとは思うが、それが難しいのであれば

普及と振興に国やメディアとして進めてほしい。 

 字幕制作補助金があれば、字幕付与に係る追加費用が軽減されるのでありがたい。 

 効果を実感できる場として、視聴者から企業広報への反響も考えられるが、ほとんどそうした

ものはないため、現在のような調査結果が実態として明らかになるとよい。 

 時代の流れの中で、便利さや効率性を求めるのとは異なる軸として字幕付き CM が PR される

という点で、総務省には（本調査のような調査結果を）きちんと公表してもらい、放送局には

それに対応してもらい、そこに乗る広告主がいるのであれば、やり続けたい。 

 字幕付き CM に効果があるという調査結果は、企業にとって取組を促進するものとなる。その

取組は、国民における情報の共有という視点から国で推し進めてほしい。 

 効果を示すものがあれば、多方面からの理解を得られるため、取組を広げていきやすい。 

 企業の理念を基にした取組（字幕付き CM を含む）は、企業自らアピールすることではない、

という段階に、社会全体が発展してきているのかもしれない。 

 

 

4.3.2.字幕付き CM 未実施企業に対するヒアリング調査結果 

（１）字幕付き CM に対する認識 

字幕付き CM を実施していない企業は、いずれも字幕付き CM の存在を認識してい

なかった。3 社中 2 社は、組織として障害者対応を行っており、いずれも本調査を通



57 

じて字幕付き CM を知ったことで、実施に当たって必要な費用やその効果等に関心を

もち、その条件によっては実施したいという意向を示している。 

 

 テレビ番組に字幕があることは知っていたが、字幕付き CM の存在は知らなかった。 

 字幕付き CM の存在は知らなかった。 

 障害者スポーツの支援をするなど、障害者への貢献も重要と考えているので機会があれば検討

したい。 

 組織として障害者対応を行っているので、条件（制作金額、放映できる枠、視聴する（できる）

人の割合、費用対効果、等）が整えば制作、放映を検討してみたい。 

 このヒアリングをきっかけに字幕付き CM の存在を知ったものの、現時点では特に実施する予

定はない。 

 

（２）字幕付き CM の普及における障壁・課題 

①認知の拡大 

各社とも字幕付き CM の存在を認識していなかったため、視聴者、広告主、広告会

社、テレビ局の全てにおける認知の拡大が課題として多く挙げられた。テレビ局が主

体となって視聴者の認知拡大に向けて動いてほしいという意見がある一方、テレビ局

や広告会社でも字幕付き CM が広く知られておらず、それが広告主にも認知が広がら

ない一因となっているのではないかという指摘もあった。 

 

 テレビ局側への課題としては、視聴者に字幕付き CM の存在が認識されていないことがあるだ

ろう。もっと視聴者への認知度を高めるようにしてほしい。それによって広告主も気づくこと

になるのではないか。 

 広告主では、字幕付き CM を認識していない企業が多いのではないか。 

 広告会社やテレビ局内でも、字幕付き CM が知られていないのではないか。それが、広告主な

どにも普及しない一因となっているように感じる。 

 広告会社の担当者にも字幕付き CM に関する正しい知識や理解が広がっていないように感じ

る。よって広告主が字幕付き CM について知らないということになる。 

 

②字幕付き CM のマーケティングデータの整備 
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 広告主側の課題としてコストの問題があり、効果測定がないと普及が進まないと考えられる。 

 

③費用負担 

 CM に字幕を付与することで、通常よりも制作費が必要となる。そこを少しでも安価にできる

ようになれば、取り組みやすい。 

 

④字幕付き CM に係る情報共有 

字幕付き CM に係る情報（取組内容やルール）が放送局、広告会社、広告主の間で

共有されていないことが課題としてあげられている。また、広告主社内の担当者間で

の情報共有がされていないことについての意見もあった。 

 

 広告会社の課題として、字幕付き CM の制作を含めた広告主側への提案が必要である。 

 テレビ局側の課題として、字幕付き CM 素材の搬入ルールなど、取組内容やルールを継続的に

周知することが必要である。 

 広告主の広告担当者の異動が多く、字幕付き CM があることがうまく引き継がれていないこと

が課題としてあげられる。 

 

⑤番組提供枠 

 字幕付き CM が放送できる放送枠が限られていることも、広告主としては取り組みづらい要因

となっている。 

 

⑥権利と責任の所在 

 テレビ局が、番組字幕と同様に CM についても字幕を付与してくれればよいのではないか。 

 

 

 

（３）「3.1web アンケートの調査・分析結果」に対する意見 

難聴自覚者が 33.6％（3,386 万人）という値については、想定以上だったという意

見があった一方で、多くの聴覚不安者がいることは認識しており、そうした者たちは

補聴器等を利用していると考えている企業もあった。いずれの企業でも、その中で実
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際に字幕を必要としている者はどの程度いるのか、CM 番組でなく放送番組本編でも

構わないので字幕付きで放送を見ている者の割合を知りたいという意見があった。 

なお、3.2.1（4）に示したとおり、CM に字幕を付与することで広告効果をより強

く訴求できることが見込まれる者の数は、本調査結果から、1,707 万人と推計される。 

 

 こんなに多くの方（33.6％）が、聴覚不安であるとは知らなかった。 

 難聴自覚者 33.6％という数値は、想像以上に高い数値であると感じた。 

 多くの聴覚不安の方がいらっしゃることは知っていた。補聴器や補助スピーカーなどを使って

いると認識している。 

 TV 番組の字幕を利用している人がどの程度いるのかは分からないし、教えてほしい。その結

果とコストの問題が解決できれば、字幕付き CM を作ることは前向きに検討できると思う。 

 一方、33.6％もの人が字幕 CM を必要としているとは考えにくい。 

 番組のデータでも構わないので字幕付きで放送を見ている人の割合を知りたい。 
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 諸外国における字幕付き CM に係る現状等に関する調査 

本項では、米国、フランス、韓国における字幕付き CM の現状、課題についてみて

いく。 

 

5.1. 米国 

5.1.1.字幕付き CM の現状 

（１）勧告 

全米広告主協会（ANA）は 2010 年、すべてのテレビ CM にクローズドキャプショ

ン（字幕）を付けることを勧告した。 

 

（２）連邦通信委員会（FCC）の公式見解 

FCC の代理人によると、FCC 規則はテレビで流れる 5 分以下の広告への字幕付与

を求めていない。FCC 規則連邦規則集第 47 編第 79.1 条（47C.F.R79.1）は「持続時

間が 5 分以下の広告」は映像プログラム（videoprogramming）の定義から除外され

ると規定している。したがって、こうした広告への字幕付与は要求されない。 

米国で放映されている典型的なテレビ CM は 30 秒以下（2013 年には 30 秒 CM が

全スポットの 53％、15 秒 CM が 44％を占め、両者を合わせた割合は 97％に上った）

であるため、テレビ CM の大半は「テレビ番組」とみなされず、字幕を付ける必要も

ない。 

 

（３）字幕付き CM の割合 

ANA によると、字幕付き CM の割合に関する全国レベルのデータは存在しない（特

定の番組やイベントの CM については後述する）。確認された唯一の統計は 1990 年代

に全米字幕協会（National Captioning Institute＝NCI）がまとめたもので、それに

よると 200 以上の広告主が自社の広告に字幕を付けており、2,600 件の字幕付きスポ

ット CM が放映されていた。 

全米ろう連盟（The National Association of the Deaf ＝NAD）も CM の字幕付与
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率に関するデータがないことを確認している。NAD は「企業は字幕の重要性に気づ

くようになり、現在はより多くの CM に字幕が付けられている。バーやレストラン、

スポーツジム、空港など公共の場に設置されたテレビの多くは字幕が付いた音声なし

の番組だけを映しており、字幕を付けることでより多くの人がメッセージを受け取る

ことになる」と説明している。NAD によると、全国向けの CM はローカル向けの CM

と比べて（例えば地方の自動車ディーラの CM と Fords や Jaguars の CM）字幕が付

くケースが多いようだ。 

 

（４）特定の番組やイベントでの字幕付与状況 

2014 年 FIFA ワールドカップ（W 杯）の期間中、McDonald's, the U.S. Navy, 

Samsung, T-Mobile Gillette, Coors Light, Bacardi, Mountain Dew, Taco Bell, 

Degree などの有力広告主は、ABC 6と ESPN 7で放映されるテレビ CM に一貫して字

幕を付けていた。これに対し、Kia と Ford は字幕を入れなかった。Hyundai は一部

の CM に字幕を入れた。2015 年と 2016 年に行われた W 杯関連のイベントに関する

情報は入手していない。 

NAD が行った調査によると、2009 年のスーパーボウルでは 118 の広告スポットの

うち字幕付きは 40％だった。これに対し、2010 年は全米プロフットボールリーグ

（NFL）と NAD および CBS の連携により、81％の CM に字幕が付与された。2015

年に NAD から電子メールで「NFL と協力して広告主に字幕を付けるよう働きかけた

結果、ほぼすべての広告主が要請に応じてくれた」との回答を得た。非営利団体

Captions.com によると、こうした 3 者の連携を通じ、2016 年はスーパーボウルの歴

史で初めてすべてのテレビ CM に字幕が付けられた。Captions.com はスーパーボウ

ルで放映されるテレビ CM の字幕付与状況を追跡し、聴覚障害を持つ人々が広告にア

クセスしやすくすることに消極的な広告主を特定している。 

ただし、スーパーボウル以外で放映されるテレビ CM ではこうした字幕の急速な普

及が期待できない点を理解することが重要だ。スーパーボウル中継で流れるテレビ

CM は極めて人気が高いことや、字幕の重要性を訴える権利擁護団体の熱心な活動な

どを背景に、スーパーボウルの CM に字幕が入る可能性は通常より高いためだ。 

                                                   
 

6 米国３大テレビネットワーク局のひとつ  
7 米国最大のスポーツ専門チャンネル 
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全米字幕協会（NCI）によると、字幕付きの CM はいまだに少数派にとどまってい

る。一部の顧客は広告に字幕を付けているものの、字幕ビジネス全体としてみるとご

く一部にとどまっており、NCI では広告への字幕付与の依頼は特に増えていない。 

生放送の番組では CM に字幕が付くケースは極めて稀だ。中断なしに字幕の作業を

続けることは不可能であり、CM ブレイクは字幕担当者にとって休憩のための時間だ

からだ。このため CM の字幕は収録済みの番組で流れるものに限定される。 

NCI は広告枠を保有する企業の字幕に対する関心は十分ではないと考えている。広

告会社はターゲット設定に力を入れているが、大きな消費者グループを見逃している。

NCI は字幕付き CM の普及が進まない理由について、企業は字幕の付与を余分な支出

と捉え、付加的な利益を認識できていないと推測している。一方、公共テレビは字幕

に対してもう少し意欲的なようだ。 

NCI は連邦通信委員会（FCC）の懸命な取組により、幅広い視聴者が字幕にアクセ

スできるようになったと考えている。 

 

（５）バイリンガルのヒスパニック系視聴者向け広告への字幕付与 

テレビ CM の字幕をめぐるもう一つの興味深い動きとして、英語の字幕が付いたス

ペイン語 CM の制作を挙げることができる。こうした広告はバイリンガルのヒスパニ

ック系住民をターゲットとしており、W 杯期間に NBC、ABC、FOX のプライムタイ

ム番組で放映されている。Hyundai、Dish、JC Penney といった広告主は米国でヒス

パニックコミュニティが勢力を拡大していることを認識し、彼らの母語で語りかけよ

うとしている。2014 年のスーパーボウルで放映された Coca-Cola の多言語 CM は視

聴者とマッチしなかったが、「進歩的、都会的で、文化的により開かれた、エーゲージ

している」2014 年 W 杯の視聴者からは多言語広告が広く支持された。 

 

（６）コスト 

ANA によると、CM に字幕を付けるための費用は標準画質（SD）で約 200 ドル、

高精細度（HD）で約 350 ドルとなっている。ただし、多くの字幕業者はダビング・

搬入業者（dubbing and shipping houses）と大口契約を結んでいるため、費用にはば

らつきがある。 

通信販売事業者の業界団体 Electronic Retailing Association（ERA）によると、30
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分のインフォマーシャルに字幕を付けるための費用は 500～1,000 ドル、5 分のインフ

ォマーシャルでは 300～500 ドルとなっている。 

NAD は「字幕を付ける際の費用は広告 1 件あたりおそらく 100 ドル未満であり、

コスト面が問題になる可能性は極めて低い。それよりも広告制作会社が字幕の制作を

作業プロセスに含めるかどうかに左右される」と指摘している。 

NCI によると、CM 制作の予算全体からみると字幕制作費はごく小さいもので、小

規模な投資にすぎない。30 秒～60 秒 CM に字幕を付ける際の最低料金は 80～120 ド

ル程度だが、大口発注の場合は料金が下がる。 

 

5.1.2.普及に向けた取組・課題 

（１）テレビ CM の字幕と他のメディア（スマート TV/ハイブリッド TV、インターネ

ットなど）を介して配信されるテレビ番組 

①21 世紀における通信および映像アクセシビリティ法（Twenty First Century 

Communications and Video Accessibility Act＝CVAA） 

通信・放送分野における障害者の権利保護規定を更新するため、2010 年に「21 世

紀における通信および映像アクセシビリティ法（CVAA）」が制定された。CVAA の第

2 章は障害を持つ者がテレビやインターネットで映像コンテンツを視聴しやすくする

ことを目的としている。字幕付きで放送されたテレビ番組をインターネットで配信す

る場合、字幕の付与が義務づけられる。 

CVAA はテレビデコーダ法（Television Decoder Circuitry Act、1990 年制定）で字

幕表示が義務づけられた機器の対象を拡大し、音声付きで送信される映像プログラム

を受信または表示するすべての映像機器に字幕への対応を義務づけている。この中に

はインターネット経由で配信される映像プログラムの受信・表示機能を備えた機器が

含まれている。 

しかし、FCC によると、インターネットプロトコル（IP）経由で配信される 5 分以

下の CM は「映像プログラム」とみなされず、FCC 規則は IP 経由で配信されるそう

した広告への字幕付与を要求しない。テレビ放映される際、自主的に字幕が付けられ

た 5 分以下の CM についても同じことがいえる。ただし、テレビ放映時に自主的に字

幕が付けられるのであれば、FCC は広告主に対し、IP 経由での配信時にも自主的に

字幕を付けるよう奨励する可能性がある。 
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②FCC の報告と命令（Report and Order） 

FCC は CVAA に基づいて、2012 年にインターネットプロトコルを利用して送信さ

れる映像プログラム（IP ビデオ）への字幕付与に関するルールを定めた「報告と命令

（R&O）」を採択した。同ルールは短縮されていない完全な（full-length）映像プロ

グラムに適用されるもので、編集でカットされた映像（outtakes）については字幕の

付与が義務づけられていない。 

IP ビデオはさまざまな形式の映像プログラムとしてパソコン、タブレット端末、携

帯電話、ゲーム機、ブルーレイディスクプレーヤー、セットトップボックスなどに送

信される。このためスマートフォン向けアプリ、Hulu や Netflix などのサービス、ウ

ェブサイト、YouTube、ネット接続テレビ、DVD プレーヤー、ゲーム機などはすべて

IP ビデオ受信機に該当する。 

NAD は「2010 年の CVAA に基づく FCC ルールはスマートフォンやタブレット端

末など、すべての映像再生装置に字幕への対応を義務づけている。したがって映画、

テレビ番組、広告にかかわらず、ストリーミング配信されるプログラムの字幕はすべ

て、あらゆる機器で視認可能でなければならない装置に関してはプログラムの種類に

関係なく、字幕表示機能が内蔵されているかどうかが問題となる。FCC は事実上、す

べての映像再生装置に対して字幕への対応を要求している」と説明している。 

「21 世紀における通信および映像アクセシビリティ法（CVAA）」の項目で触れた

ように、FCC は 5 分以下の CM について、IP 経由での配信に際して字幕付与を要求

していない。 

 

③ネット上のビデオクリップに関する FCC ルール 

FCC は 2014 年 7 月 11 日、オンライン上に投稿されるビデオクリップに字幕の付

与を義務づける新たなルールを採択した。ネット上のビデオクリップのうち、関連す

るプログラム（クリップの出所）が最初に米国のテレビで字幕付きで放送されたもの

に新ルールが適用される。 

新ルールの導入スケジュールは以下の通り。 

 2016 年 1 月 1 日:「ストレートリフト(Straight lift)」クリップへの字幕付与

を義務化（「ストレートリフト」クリップは字幕付きテレビ番組からの単一の抜粋
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で、映像と音声が放送時と同じもの） 

 2017 年 1 月 1 日:「モンタージュ(Montages)」への字幕付与を義務化（「モン

タージュ」は複数のストレートリフト・クリップを含む単一のファイル） 

 2017 年 7 月 1 日: 生放送と準生放送 (near-live) のテレビ番組（ニュースや

スポーツ中継など）のビデオクリップへの字幕付与を義務化 

 

④アーカイブ化された映像プログラムに関するルール 

すでにインターネット上で配信され、その後に字幕付きでテレビ放映された映像プ

ログラムは、以下の期限内に字幕が付与されなければならない。 

 2014 年 3 月 30 日以降、2015 年 3 月 29 日までに字幕付きでテレビ放映され

たものは、放映日から 45 日以内 

 2015 年 3 月 30 日以降、2016 年 3 月 29 日までに字幕付きでテレビ放映され

たものは、放映日から 30 日以内 

 2016 年 3 月 30 日以降に字幕付きでテレビ放映されたものは、放映日から 15

日以内 

 

⑤Netflix 訴訟と他の動画配信事業者への影響 

Netflix は 2010 年にコンテンツへの字幕付与を開始し、その結果、同社が配信する

コンテンツの 90％に字幕が付けられたとの情報がある。しかし、NAD はそれでは不

十分だと考えた。ネット配信される動画コンテンツに字幕が付いていないのは「障害

をもつアメリカ人法 (Americans with Disabilities Act＝ADA)」に違反するとして、

NAD が Netflix を訴えた裁判で、フィラデルフィア連邦地裁は 2012 年、インターネ

ットに特化したサービスは障害者に対して差別的であってはならないとの見解を示し、

Netflix に対して障害者がストリーミングコンテンツを利用できるようにすることを

命じた。Netflix は判決を受け、2014 年までにオンデマンドで提供するすべてのコン

テンツに字幕を付けることに同意した。しかし、サービス利用者と NAD は Netflix

が提供する字幕の品質を問題視しており、字幕には間違いやタイプミスが多く、コン

テンツに外国語が含まれている場合は字幕がまったく付いていないケースもあると主

張している。 

Netflix 訴訟の結果、他の動画配信事業者の間ですべてのコンテンツに字幕を付ける
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取組が広がった。Amazon は 2015 年、プライム会員向け動画配信サービス「Amazon 

Prime Video」の全コンテンツに字幕を付けた。また、同年に NAD に対し、従量課金

制の動画配信サービス「Amazon Instant Video」のコンテンツについても 2017 年ま

でに字幕を付けることを約束した。さらに、YouTube の直接的な競合となる新サービ

ス「Amazon Video Direct」に関しては、コンテンツ制作者に対して字幕制作を義務

付けた。 

定額制動画配信サービス Hulu は 2016 年 9 月、2017 年 9 月までにノーカットの英

語およびスペイン語によるすべてのコンテンツに字幕を付けることで NAD と合意し

たと発表した。 

Appleも 2015年 7月までに iTunesで配信する動画に字幕を付けることで合意した。 

一方、Youtube では自動字幕機能を通じておよそ 25％の動画に字幕が付いているが、

字幕のレベルは極めて低く、聴覚障害を持つブロガーRikki Poynter 氏は「99％は意

味をなさない」と酷評している。同氏は Youtube のコンテンツ制作者に対し、マニュ

アルで正確な字幕を付けるよう呼びかけている。 

2015 年に行った NCI とのインタビューによると、テレビ受像機以外のデバイス向

けの字幕制作は重要な成長分野であり、過去 3 年間に需要が急速に拡大している。 

最も伸びが大きいのは Netflix、Apple、Amazon、Google Play などからの発注で、

なかでも Netflix はコンテンツへの字幕付与に「本腰を入れている」。現在はこうした

企業向けの業務が字幕ビジネスの主要な部分を占めている。 

さらに NCI によると、企業側はさまざまな字幕のフォーマットを要求している。

個々のデバイスにはそれぞれ異なる字幕の要件があるため、これは多様なデバイス向

けの字幕制作が増えていることを意味する。 

NCI は今後も多様なデバイス向けの字幕制作が成長を続けるとみている。 

 

⑥Facebook の取組 

Facebook は 2016 年 2 月、Facebook 上に表示されるサードパーティの広告に字幕

を付けるサービスの提供を開始した。広告主は無料で同サービスを利用できる。 

Facebook が字幕作成サービスの提供に踏み切った背景には、画面をスクロールせ

ずに動画を見てもらえるようユーザーを促す狙いがある。Facebook が行った調査に

よると、多くのユーザーがコンテンツフィードに表示されるモバイル/オンライン動画

広告が大音量で再生されるのを好まず、画面をスクロールしたりミュートにして音が
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出ないようにしたりしていることが分かった。一方、動画広告の多くは音声なしでは

意味をなさない。ニュースフィードに表示される動画広告に自動で字幕を付ける一方、

音量設定をミュートにすることで、「広告を沈黙させることなく、耳障りな音を消す」

ことが可能になり、これは同時に 2 つの問題を解決できる完璧なソリューションとい

える。Facebook が行った社内テストでは、字幕付き動画広告は多くのユーザーに受

け入れられ、動画の閲覧時間は平均 12％増えた 。 

広告主は Facebook が自動入力した字幕をチェックし、編集することができる。た

だし、字幕付き広告をダウンロードして、Facebook 以外の他のプラットフォームで

使用することができない。 

Facebook はまず米国とカナダで字幕サービスの提供を開始した。現在のところ同

サービスを利用できるのは英語の広告のみとなっている。 

 

⑦IP 経由の広告配信 

FCC によると、5 分以内の広告は FCC 規則第 79 条 4 項（47 C.F.R 79.4）が定め

る「映像プログラム」の定義に該当しない。5 分以内の広告は映像プログラムとみな

されないため、FCC 規則はたとえテレビ放映時にこうした 5 分以内の広告に任意ベー

スで字幕が付けられていた場合でも、IP 経由で配信される際に字幕付与を要求しない。 

 

（２）5 分以内のテレビ CM を字幕付与義務の対象から除外する規定について連邦通

信委員会（FCC）が実施した意見募集および意見聴取の結果 

2011 年 1 月 27 日、一部の消費者団体が FCC に対し、テレビ番組のクローズド・

キャプションに関する FCC 規則（1998 年制定）第 79 章第 1 条(a)項(1)号 6 が定める、

放送時間が 5 分以内の広告について字幕付与義務を免除する規定の撤廃を求める嘆願

書を提出した。技術の進歩と字幕付与にかかる費用の低減が撤廃要求の根拠とされた。 

FCCは 2014年 2月、規則制定の提案に関する追加告示（Further Notice of Proposed 

Rulemaking＝FNPRM）の枠組みで、放送時間が 5 分以内の広告に対する字幕付与義

務の免除規定を撤廃すべきかどうかについて意見募集を行った。 

FNPRM は仮に免除規定が撤廃された場合、FCC は小規模経営を含む映像配信事業

者に対し、経済的な負担になる新たな規則順守義務を負わせることになると指摘して

いる。しかし現行ルールに基づき、資金規模が小さい事業者は他の免除規定の適用を
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受けることができる：(1) 字幕付与の費用が粗利益の 2％を超える場合の義務免除 (2)  

字幕付与が「経済的に過度の負担」をもたらすとの分析に基づく義務免除手続き。 

消費者団体のコンソーシアム は以下のコメントを提出した： 

「FCC 規則第 79 章第 1 条(a)項(1)号が定める放送時間が 5 分以内の広告に対する字

幕付与義務の免除規定は、テレビ CM に字幕を付けるべきだとする全米広告主協会

（ANA）の勧告にもかかわらず、さまざまなテレビ番組の供給を経済的に支えている

コンテンツに聴覚障害を持つ視聴者がアクセスするのを引き続き拒否するものだ。カ

ナダでは放送事業者が免許更新の手続きに際し、CM への字幕付与を確約することを

更新の条件とする政策が打ち出されている。FCC もカナダにならって免除規定を撤廃

すべきだ 」。 

一方、全米放送事業者協会 (NAB)  は以下のような意見書を提出した: 

「FCC は商業広告と政治広告に対する免除規定を撤廃すべきではない。放送事業者は

毎週、数千件に上るテレビ CM を流しているが、その多くは番組の放送直前に搬入さ

れている。また、CM は 30 秒以下のものが大部分を占める。商業広告への字幕付与が

義務化された場合、おそらく放送事業者は字幕の管理と CM 出稿作業に従事する専任

スタッフを配置する必要に迫られる。 

仮に広告主が CM に字幕を付けないと決め、字幕を付けないまま映像プログラムを

配信した場合、放送事業者に字幕付与の義務が課される可能性がある。放送事業者は

外部の字幕制作者に委託し、専門家を雇って放送時にリアルタイムで字幕を付ける必

要に迫られる。30 秒 CM への字幕付与には多額の費用がかかるうえ、契約で合意され

た放送時間に間に合わなかった場合は深刻な問題を引き起こすことになる。 

つまり、放送事業者は第 1 に字幕費用を負担しなければならず、第 2 に遅れやその

他の理由によって何らかの契約違反があった場合、補償金の支払いを迫られる可能性

がある。FCC はこうした考慮すべき実情を認識する必要がある。 

放送事業者が専ら CM のためにリアルタイムで字幕を付けなければならない場合、

補助的なコンテンツのために多額の費用を投じて 24 時間体制で字幕制作者を雇う必

要が出てくる。また、リアルタイムの字幕には遅れの問題が内在するため、規則正し

くスケジュールされた番組の時間枠から CM の字幕がはみ出てしまうリスクが伴い、

消費者の混乱を招くと同時に、FCC が新たに導入した字幕の品質に関するルールに抵

触する可能性もある。 

全国規模で広告を出稿している広告主の多くはすでに CM に字幕を付けているが、

ローカル市場の広告主はしばしば非常に少ない予算で CM を制作しており、たとえ数
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百ドルでも字幕に余分な費用をかける余裕がないケースもある。FCC が広告主に重い

負担となる義務を課した場合、広告主は負担がかからない別の媒体（オンラインなど）

に予算の投入先を変更するだろう。FCC は規制によって有害な競争上の不均衡が生じ

ることがないようにしなければならない。 

FCC は広告を番組コンテンツの付属物として正しく判断したが、これは電気通信法

第 713 条の焦点だった。メッセージがすべての消費者に伝わるようにするため、広告

主は CM に字幕を付けることが賢明だ、という考えに放送事業者は同意する。しかし

ながら、放送事業者は CM に字幕を付けるタイミングや字幕の品質をほとんどコント

ロールできないため、免除規定が撤廃されると不公正な負担を強いられることになり

かねない。全国で 1 週間に何千もの CM が制作されていることを考えると、高いレベ

ルにある限られた人数の字幕制作者によって迅速に作業が行われているとは考えにく

い。実際問題として字幕付与の義務を果たすためのインフラは存在せず、FCC は将来

的に字幕制作者が増えるという見通しに頼るべきではない。CM への字幕付与に関し

て最善かつ唯一の現実的な選択肢は、自動化された字幕ソリューションを考案するこ

とだ。 

政治広告に対する字幕付与義務は商業広告をめぐるすべての問題に加え、米国憲法

修正第 1 条で保障された権利の問題を提起する。FCC の要求は資金が豊富でない候補

者、とりわけ地方の候補者が放送電波にアクセスするのを妨げていると受け止められ

る可能性がある。 

前述のとおり、現時点では技術の進歩が一般的な字幕の手法を変えるには至ってお

らず、商業広告と政治広告のいずれにとっても字幕の費用が大きな負担になる。いわ

ゆる「変化」は除外規定を撤廃する理由として十分ではない。 

NAD はインタビューで「われわれの要求に対してどのように対応するつもりか

FCC から回答を得ていない。特定の問題について FCC から回答を得るまでに時間が

かかる場合もある」と答えた。 

NCI も意見募集に関連して FCC から何の回答も得ていない。NCI は FCC 内の委員

会に関与しており、作業部会のメンバーでもあるため、いかにして CM への字幕付与

を実現可能にするかという議論に加わっている。しかし、FCC として意見募集に関す

るコメントはいっさい公表していない。NCI は FCC 内部の問題には関与しておらず、

意見募集の結果は知らされていない。 

2016 年 10 月 25 日現在、FCC はなお各方面から寄せられたコメントの検証作業を

行っており、「5 分以内の広告」をめぐる問題について決定を下していない。 
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（３）字幕をめぐる地方・地域レベルの取組 

ポートランドでは 2015 年 12 月、公共の場に置かれたテレビに字幕が表示されるよ

う義務付ける「ポートランド市条例」 が制定された。この条例は公共施設の所有者ま

たは管理者に対し、公共スペースで使用されている字幕機能が付いたすべてのテレビ

受像機について、勤務時間や営業時間内は常に字幕が表示されるようにすることを義

務付けている。公共施設は「モノ、サービス、滞在場所、娯楽、輸送などのかたちで

市民に宿泊場所、便益、設備、特典を提供するあらゆる場所またはサービス／公的機

関が所有または管理する、市民に開放されたあらゆる場所／公的機関が提供する市民

向けのあらゆるサービス」と定義されている。この定義には病院、パブ、レストラン、

ジムなどの公共の場が含まれる。条例に違反した組織には最大で 500 ドルの罰金が科

される。 

ポートランド市では聴覚障害者や第 1 言語が英語以外の市民の権利擁護、さらにパ

ブやレストランなど騒がしい場所でテレビを楽しみたい者の権利を訴えるポートラン

ド市民の嘆願書を受けてこの条例が制定された。 

ポートランド市は 2008 年にサンフランシスコ市が導入した類似した法律をモデル

としてこの条例を制定した。   
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5.2. 仏国 

5.2.1.字幕付き CM の現状 

（１）2005 年 2 月 11 日の法律 第 2005‐102 号 

フランスでは「障害者の権利と機会の平等，参加並びに市民権のための 2005 年 2

月 11 日の法律 第 2005‐102 号（Loi n° 2005-102 du 11 fevrier 2005 pour l'egalite 

des droits et des chances, la participation et la citoyennete des personnes 

handicapees）」に聴覚障害者のテレビ番組へのアクセスに関する要件が盛り込まれて

いる。この法律は、字幕を付けることで聴覚障害者がテレビ放送を利用しやすくする

ための目標を設定しているが、テレビ CM は規制の対象に含まれていない。 

フランスの放送監督・規制機関である視聴覚高等評議会 (CSA)  は同法に基づき、

2011 年に字幕付与に関してテレビ番組が順守すべき 16 の規則と基準を定めた「聴覚

障害者および部分的聴覚障害者のための字幕制作の品質に関する協定」を発表した。

協定には文化相と連帯・社会的団結大臣が共同で署名した。協定は国内のテレビ事業

者と大多数の聴覚障害者団体から支持を得た。 

 

（２）議会上院における 2013 年 10 月の議論 

2013 年 10 月に可決・成立した公共放送の独立性に関する法律をめぐる議論のなか

で、ある上院議員がテレビ CM への字幕付与を義務化するための法改正を提案した。

当該議員は障害者の権利擁護団体が字幕付与の義務化を要求していると説明し、聴覚

障害者がテレビ CM にアクセスできるようにしなければならないと主張した。しかし、

上院では主にコスト面について激しい議論が交わされ、他の議員の反対に直面して最

終的に法改正の提案は取り下げられた。それ以来、テレビ CM への字幕付与は議会で

も政府内でも議論されていない。 

2016 年 10 月現在、テレビ CM への字幕付与に関する法制化や政策決定の動きはみ

られず、向こう数カ月以内に法案や政策が提示される見通しもついていない。 

 

（３）最初の字幕付きテレビ CM（2012 年春） 

ミネラルウォーターの有力ブランド Mont Roucous は契約関係にある広告代理店
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TVLowCost の助言により、2012 年 3 月にフランスで初の字幕付きテレビ CM を出稿

した。字幕はリモコンの字幕ボタンを押すことで画面に表示された。  

 

（４）L’Oreal がフランス国内で放映されるすべての CM への字幕付与を決定 

L’Oreal は 2013 年 3 月、フランス広告業協会 (AACC)  が展開したキャンペーン

（p.75 参照）を受け、CSR 活動の一環としてすべての者が自社の全テレビ CM にア

クセスできるようにするフランスで最初の企業となることを決定した。 

 

（５）2015 年に放映された Ferrero と Guerlain のテレビ CM  

2015 年には Guerlain と食品会社 Ferrero がテレビ CM への字幕付与を開始した。

これらの CM は以下で閲覧できる。 

 http://www.imdfrance-faq.com/pourquoi-sous-titrer-les-publicites 

 

（６）フランスにおける字幕付きテレビ CM の追加的事例 

字幕制作会社の IMD は自社のウェブサイトで 4 つのブランド（Ford、Orange、

Scamark、Maif）の字幕付き CM を公開していた。 

 

（７）全体的な傾向と字幕付き CM の比率 

テレビ CM への字幕付与を会員企業に奨励した AACC のキャンペーンを機に、フラ

ンスでは 2012 年以降、字幕付き CM が増えている。  

一例を挙げると、広告会社 BETC は 2013 年 4 月、クライアント 130 社に対してテ

レビ CM への字幕付与サービスを提供する方針を決めた。これは自主的な取組でクラ

イアントにプログラムへの参加を強制するものではない。2015 年には BETC のクラ

イアントのうち約 42.5％が自社の CM に字幕を付けることを決めている。また、BETC

はここ数年、AACC、IMD、AdStream、Valentin Haüy Association と共に字幕作成

を自動化するためのソリューション開発を進めている。 

保険・金融グループ MACIF は 2013 年 4 月、BETC と連携して同社にとって最初

の字幕付き CM を出稿した。 
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フランスにおける字幕付き CM の比率に関する統計はないものの、AACC によると

自社の CM に字幕を付けている広告主は 29 社にとどまっており、いまだに字幕付き

CM は極めて少ない。 

一方、IMD（音声・映像配信事業を手がけ、字幕制作でフランス有数の事業者）に

よると、フランスでは現在、全 CM の 5‐10％（7％が現実的な数字）に字幕が付与

されている。ただし、これはあくまでも推定で公式データではない。現在のところ他

に入手可能な統計は存在しない。 

 

5.2.2.普及に向けた取組・課題 

（１）他のメディア（スマート TV/ハイブリッド TV、インターネットなど）上で提供

されるテレビ CM およびテレビ番組への字幕付与 

①テレビ CM への字幕付与 

AACC によると、技術的な理由により他のメディア上ではテレビ CM への字幕付与

の重要性がさらに低くなっている。入手可能な統計は存在しない。 

 

②France Télévision のインターネット TV サービス Pluzz が字幕付きの番組を 

配信 

Francetv Pluzz (www.francetvpluzz.fr) は仏国営テレビ France Télévision が立ち

上げた非常に人気の高いテレビポータルで、5 つのプレミアムチャンネル(France 2, 

France 3, France 4, France 5 and France Ô)と海外 5 チャンネルの番組をオンデマン

ドで配信している。 

Pluzz では 2012 年 4 月以降、一部の番組に字幕を付けて配信しており、聴覚障害

者にとってサービスが身近になった。しかし聴覚障害者らは、France Télévision で

放送される番組には 100％字幕が付いている（2005 年 2 月 11 日の法律に基づく措置

― p.71 参照）のに対し、Pluzz では字幕付きが一部の番組（約 33％）に限られてい

る点に不満を抱いている。France Télévision はこれに対し、技術的な問題によるもの

と説明している。 

Pluzz は聴覚障害者が字幕付きで番組を視聴できるよう、専用ページを用意してサ

ポートしている：http://pluzz.francetv.fr/accessibilite.html 
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③公共チャンネル France 2 は障害者週間の一環で午後 8 時のニュースを手話付きで

放送 

公共チャンネル France 2 は障害者週間（2014 年 11 月 17‐23 日）の一環として、

午後 8 時からのニュースを手話付きで放送した。ただし、インターネット TV（Pluzz）

での視聴に限って手話映像が表示された。これは France 2 が継続的なサービス提供

を目指しているいくつかの取組と異なり、1 週間限定で行われた実験的試みだった。 

 

④ライバルの Netflix と異なり、CanalPlay はフランス映画に字幕を付けずに配信 

動画配信サービスの CanalPlay はすべての外国語映画に字幕を付ける一方、フラン

ス映画には字幕を付けずに配信しており、利用者から苦情が出ていた。CanalPlay は

フランス映画についても字幕付与の取組を進めていると説明したが、具体的にはまだ

何も発表されていない。 

 

⑤MyCanal がテレビ/パソコン/タブレット/スマホで字幕付き生番組の視聴を可能に 

MyCanal（Canal +の 6 チャンネルと CANALSAT で放送中の最大 130 チャンネル、

さらにオンデマンドで提供される番組を視聴するためのアプリケーション）は 2014

年 1 月以降、生放送される外国語の番組に字幕を付けている。ただし CanalPlay と同

様、字幕が付くのは外国語の番組のみで、フランス語の生番組は対象となっていない。 

 

⑥Waliceo が革新的な字幕サービスを提供 

フランスの保険会社 Waliceo は最近、聴覚障害者向けのオンラインプラットフォー

ムを立ち上げた。同プラットフォームでは聴覚障害者のための施策やイベントに関す

る情報を提供している。Waliceo はユーザーに完全なアクセスを保証するため、ウェ

ブサイトで閲覧できるすべての動画に字幕を付けることを決めた。 

 

（２）会員企業に番組や CM への字幕付与を奨励する AACC の取組（現状とキャンペ
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ーンの成果） 

①2012 年 7 月に開始した最初のキャンペーン 

AACC は 2012 年 7 月、テレビ CM への字幕付与を促進するためのキャンペーンを

開始した。AACC の持続的発展委員会はすべての会員企業に書簡を送り、クライアン

トに対してテレビ CM への字幕付与を助言するよう要請した。 キャンペーンをサポ

ートするため AACC は専用サイトを開設した。 

http://www.soustitronsnospublicites.aacc.fr/  

2012 年のキャンペーンを受け、BETC などの広告会社はすべてのクライアントに対

してテレビ CM に字幕を付けるサービスの提供を開始した（p.72 参照）。AACC によ

ると、Australie もすべてのクライアントに字幕付き CM の選択肢を提供している。

Australie は CM の全引用文にそれぞれ 1 行の字幕を付け、クライアントがそれらを

採用して料金を支払うかどうか決定できる仕組みを導入している。さらにキャンペー

ンを機に、L’Oreal などの企業が国内で放映されるテレビ CM への字幕付与に着手

した（p.72 参照）。AACC はこのキャンペーンが字幕付き CM に対する関心を高め、

小さいながら重要な変化をもたらしたと指摘している。 

 

②2014 年 10 月に実施した第 2 弾のキャンペーン  

AACC は引き続きテレビ CM に字幕を付ける重要性について認識を高めるため、

2014 年 10 月に第 2 弾のキャンペーンを開始した。キャンペーンの一環として、AACC

と広告主連盟（Union des Annonceurs=UDA）は会員企業（広告会社と広告主）に対

し、字幕に関するいくつかの情報（料金や字幕の作成プロセスなど）と字幕付き CM

を支持する理由を記した小冊子を電子メールで送付した。キャンペーンのスローガン

は「広告会社は何も失わず、広告主は得をするだけ！(Les agences n’ont rien à perdre 

et les annonceurs ont tout à y gagner!)  」というものだった。 

AACC は 2012 年に開設したウェブサイトを引き続き使用している。 

http://soustitronsnospublicites.aacc.fr 

ウェブサイトはキャンペーンの現在の様子を伝えている ： 

AACC の会員企業にテレビ CM への字幕付与を奨励するため、字幕制作で業界をリ

ードする IMD (音声・映像配信事業者) と Adstream (広告制作のワークフロー管理や

クロスメディアソリューションの有力プロバイダー) が AACC と連携して取組を進め
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ている。 

放送・通信分野の監督機関である視聴覚高等評議会 (CSA) は AACC のキャンペーン

への支持を正式に表明している。  

AACC は第 2 弾のキャンペーンについて成果をモニターしていない。AACC は会員

企業に何かを強制するのではなく、ベストプラクティスの共有を推進することが自ら

の役割だと考えている。全体としてみると、キャンペーンは広告会社の間で字幕付き

CM に対する関心を高めるのに貢献した。しかし結局のところ、字幕の費用を負担す

るかどうかは広告主の判断にかかっている。広告予算全体の中で字幕の費用はごく小

さなものだが、それでもある程度の影響を伴う。CM に字幕を付けるかどうかの判断

は、本質的に広告主の CSR ポリシーにかかっている。 

一方、AACC のキャンペーンには規制当局が何らかの規制の導入を決定する前に、

より多くのテレビ CM に字幕を付けるよう広告主や広告会社に働きかける目的もある。

AACC は字幕付き CM の比率が高くならない限り、テレビ CM への字幕付与が義務化

されるのは時間の問題だが、業界側が自主的に動けば規制当局は行動を起こさないと

考えている。 

 

③2015 年 12 月～2016 年 2 月に実施した第 3 弾のキャンペーン 

AACC の持続的発展委員会は広告会社の間で字幕付き CM についての認識を高める

ため、2015 年 12 月に第 3 弾のキャンペーンを開始した。 

「字幕の夕べ(Soirée du sous-titrage)」と題するイニシアチブは AACC と UDA が

共同で企画したもので、2 月 4 日午後 7 時 30 分から午後 11 時に放映されるすべての

テレビ CM に字幕を付けることを目指すという内容だった。このキャンペーンには広

告会社と広告主にテレビ CM への字幕付与の重要性を伝えると共に、必ずしも多額の

費用がかかるわけではないことを実証する目的もあった。さらに、フランスのテレビ

放送における字幕付き CM の比率を高める狙いもあった。AACC が 2012 年にキャン

ペーンを開始して以来、フランスでは字幕付き CM が増えてきたとはいえ、依然とし

て浸透度は極めて低い。 

IMD と Adstream はキャンペーンに参加した広告主の承認を得て、無償でテレビ

CM に字幕を付けることで合意した。両社によると、全体の約 80％の CM に字幕が付

けられた。CSA は公式にキャンペーンを支持していた。 
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④優れた実践の手引き 

2016 年 2 月に UDA、AACC、全国テレビ広告連合（SNPTV）、広告業界の自主規

制機関である ARPP が共同で、「聴覚障害者および部分的聴覚障害者のための視聴覚

コマーシャルと字幕の品質に関する優れた実践の手引き」を発表した。ARPP の広告

における平等のための評議会（Conseil Paritaire de la publicit）が 2015 年 3 月、広

告業界に従事するすべての専門職に対し、より責任あるコミュニケーション方法の枠

組みで CM への字幕付与を奨励する勧告 をまとめたのを受け、同手引きが作成され

た。手引きは大筋で CSA が 2011 年に打ち出した「聴覚障害者および部分的聴覚障害

者のための字幕制作の品質に関する協定」に沿った内容になっているが、広告会社と

広告主に対し、聴覚障害者や部分的聴覚障害者向けに質の高い字幕サービスを提供す

るよう強く求めている。 

 

（３）フランスで字幕付きテレビ CM の展開を妨げている障害 

これまでにインタビューした組織によると、フランスでテレビ CM への字幕付与の

動きを妨げている最大の障害は、この問題に対する政治的責任の欠如だという。過去

10 年に法制化に向けた具体案は提示されておらず、テレビ CM への字幕付与について

明らかに理解が不足している政策立案者たちにとって優先課題になっていない。 

また、広告主は依然として字幕を付けるには多額の費用がかかり、大きな負担を強

いられるとの印象を抱いている。しかし、実際にはテレビ CM への字幕付与にかかる

費用は平均 500 ユーロ程度となっている。さらに、公共テレビ事業者はいまだに字幕

制作への強い関心あるいは懸念を表明していない。したがって、テレビ CM に字幕を

付けるメリットについてさらに情報発信していく必要がある。 

さまざまな規制当局や関係団体などから別の問題についての指摘もあった。テレビ

CM への字幕付与を本格化させるには、さまざまなレベルの権限を持つ多くの機関の

連携が不可欠だ。 
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5.3. 韓国 

5.3.1.字幕付き CM の現状 

字幕付き CM が流された実例および、現時点では CM に字幕を付与することに関す

る計画はない 8。 

 

＜参考資料＞ 

【障害者放送ガイドライン(2011)】 

2011 年上半期まで、字幕放送は義務ではなく、努力事項に過ぎない。 

 しかし、2011 年からは障害者放送を義務化して拡大することを、放送法を通じて命

令した。 

 

【障害者放送提供実績結果評価資料(2016.7.15)】 

上記により、2012 年から 2015 年までの障害者放送の編成目標値が事業者ごとに設

定されている。2013 年時点で、必須指定事業者 57 社(中央地上波放送局の Local 放送

局含む)と告示義務事業者 96 社を合わせた 153 社中、障害者放送の目標値を達成した

のは 95 社（62.1％）であった。その後、目標達成率は 2014 年 98.1％（156 社中 153

社）に上昇し、2015 年も 97.2％（145 社中 141 社）と水準を維持している。 

 

【Study of the dynamic closed caption with emotional effect for deaf and hearing 

impaired people】 

現在の広告放送には字幕が提供されていない。多数の聴覚障害者は広告と人気のあ

るケーブルテレビ番組を字幕で視聴することを望んでいるが、現在はサービスが提供

されていない。実際、選挙 CM にさえ聴覚障害者のための字幕が提供されていないこ

とで、2014 年 3 月に話題になり、プレス・ステートメントが発表されている。 

 (http://www.welfarenews.net/news/articleView.html?idxno=43127) 

 

                                                   
 

8 放送通信委員会(KCC:Korea Communications Commission)へのヒアリングより 

http://www.welfarenews.net/news/articleView.html?idxno=43127
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5.3.2.通信を利用した番組・CM への字幕付与について 

地上波 DMB （ Digital Multimedia Broadcasting ） 9 に限り、「 Smart DMB 

Application」をダウンロードすると KBS DMB を字幕付きで視聴できる。 

(http://www.etnews.com/201111140156) 

CM に関しては上記１と同じく字幕付与されていない。 

 

5.3.3.4K・8K 放送について 

一部 IPTV に Set Top Box を設置して Upscaling 方式で 4K を実験する Early 

Adaptor は発生しているが、地上波を含めて韓国の放送局ではまだ 720p 10を送出して

いるため、正式では 4K の放送はないという状況。4K の試験放送は実施されているが、

字幕は付与されていない。 

 

 

  

                                                   
 

9 携帯向けデジタル TV 放送サービス 
10 デジタルテレビ放送の映像信号形式の一つ 

http://www.etnews.com/201111140156
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 総括 

6.1. 字幕付き CM の取組 

字幕付き CM は、平成 22 年から具体的検討とトライアルが開始され、現在まで継

続されている。平成 29 年 1 月時点で、字幕付き CM の制作経験がある広告主は 24 社

となっている。 

これまで、広告主＝日本アドバタイザーズ協会、広告会社＝日本広告業協会、放送

局＝民放連の 3 団体がそれぞれ字幕付き CM の普及促進活動を実施してきたが、3 団

体の連携を深め取組を強化するために、平成 26 年 10 月に「字幕付き CM 普及推進協

議会」が設立された。同協議会設立以降、毎年障害者団体との意見交換や広告主を対

象としたセミナーを開催している。 

広告主においては、既に取組を開始している企業では前向きに実施を続けており、

制作会社やポスプロと協業してより良い素材作りに取り組んでいる。また、未実施の

企業でも字幕付き CM に関心を持つ企業が複数あり、先行企業へのヒアリング実施や

セミナー参加など、字幕付き CM の開始に向けて意欲的に取り組んでいる。 

 

6.2. 難聴自覚者数 

本アンケート調査から、難聴自覚者は全国で 33.6％いることが分かった。このうち

聴覚障害者は 1.0％、難聴者は 6.0％で、残りの 26.6％は聴取りに不安をもっている者

である。聴取りに不安をもっている者は、「昔に比べて聞こえが悪くなったと思う

（66.7％）」、「昔に比べて会話の途中に聞き返すことが多くなったと思う（63.3％）」

と認識している割合が高く、日常生活に影響が出ている。 

全国でどの程度の難聴自覚者が存在しているかを、国立社会保障・人口問題研究所

「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月）」から算出すると、2015 年時点で 3,386

万人にのぼる。また、将来推計を 5 年ごとにみると、人口減少と少子高齢化等によっ

て 2040 年には 2,752 万人に減少すると考えられる。絶対値は減少するものの、全人

口における割合は 33.6％から 34.1％に上昇すると予測される。 

 

6.3. 難聴自覚者のテレビ視聴、字幕認知の状況 

（１）テレビ視聴状況 
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難聴自覚者のテレビ視聴時間は健常者とほとんど同じだが、難聴自覚者のなかでも

聴覚障害者のテレビ視聴時間は極端に短く、「テレビは見ない」と回答した割合も健常

者に比べて約 30 ポイント高い。 

テレビ放送の内容は、健常者でも難聴自覚者でも 95％以上の者が理解できている。

しかし、その理解度にやや差があり「ほぼ完全に理解できる」と回答した割合は健常

者で 60.1％なのに対し、難聴者や難聴自覚者ではそれより 20 ポイント程度低く、放

送内容の理解にやや難があるようだ。また、聴覚障害者の理解度はさらに低く、8.3％

に留まっている。聴覚障害者がテレビを見ない一因には、放送内容を理解できないこ

とにあると考えられる。 

 

（２）字幕放送の認知 

字幕放送は、テレビのリモコンの字幕ボタンやメニュー操作で表示できるが、その

認知率は、難聴自覚者も健常者も 8 割強となっている。しかし、難聴自覚者の中でも

特に字幕を必要としていると考えられる聴覚障害者では 56.3％に留まっている。 

字幕認知者における利用率は健常者（15.1％）よりも難聴自覚者（21.5％）の方が

やや高い。難聴自覚者の中でも、難聴者で 31.6％、聴覚障害者で 44.4％と、聴力が低

いほど利用率が高い。 

 

（３）字幕付き CM の認知 

字幕付き CM の認知率は、健常者も難聴自覚者も 3 割弱である。難聴者や聴覚障害

者の方が、認知率がやや高いが、約 35％に留まっている。 

聴覚障害者はテレビの放送内容の理解度が低いことからテレビ視聴から遠ざかっ

ている。そのため、テレビに対する関心が低下し、字幕放送及び字幕付き CM の認知

も進みにくい状況にあるようだ。さらに、字幕放送及び字幕付き CM の認知が進まな

いことで一層テレビへの関心低下が引き起こされる可能性もある。一方、字幕放送を

認知している層での字幕利用率は 4 割強となっている。字幕の利用によって放送内容

が理解できるようになれば、テレビ視聴も増えるのではないだろうか。 

 

（４）字幕付与の効果 
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字幕付き CM 視聴後に「商品の印象」「商品理解度」「関心度」「購入意向」「企業の

印象」の 5 項目で広告効果評価を得た。その結果、いずれにおいても健常者よりも難

聴自覚者の方が「字幕付きの方が良い」と回答した者の割合が 8 ポイント以上高く、

字幕の付与は難聴自覚者に対して有効であることが分かった。難聴自覚者の中でも、

「字幕付きの方が良い」と評価した割合は難聴者と聴覚障害者で特に高く、その重要

性が確認された。なお、聴覚障害者よりも難聴者の評価が高くなった背景には、聴覚

障害者はテレビに対する関心が低く、情報源としてのテレビ利用が他の層に比べて少

ないことがあると考えられる。使用する CM素材の事前認知率が、聴覚障害者で 35.4％

と非常に低かったことからも、普段のテレビ接触の低さがうかがわれる。 

また、CM 理解等に対する字幕の効果測定においては、健常者よりも難聴自覚者か

ら効果があるという回答を多く得た。特に、難聴者からの評価が高かった一方、聴覚

障害者からの評価は低く、どの評価指標にもつけない割合が高い。その理由として、

前述の通り聴覚障害者ではテレビ接触が少ないことがあげられる。 

本調査結果から、全国には 3,386 万人の難聴自覚者がいると推計された。その多く

が聴取りに不安のある者ではあるが、健常者と比べるとテレビの理解度がやや落ちて

おり、広告到達の損失に繋がっている。そこに字幕を付与することで、難聴自覚者に

おける広告効果が向上することが分かった。また、本来最も字幕を必要としているで

あろう聴覚障害者が字幕放送を認識しておらず、聴覚障害者に対する字幕放送や字幕

付き CM の周知を進めることの重要性が示された。字幕放送及び字幕付き CM の周知

が進めば、これを利用する聴覚障害者が増え、テレビの放送内容を十分に理解できる

ようになった聴覚障害者のテレビ接触が高まる可能性がある。また、そこに字幕付き

CM が増えていくことで、テレビ CM が今まで以上に広く知れ渡るのではないだろう

か。 

 

 

6.4. 字幕付き CM の課題と今後の普及に向けて 

本調査研究において、全国を対象としたアンケート調査を行った結果、難聴自覚者

数は 3,386 万人、このうち、テレビ CM に字幕があった方がよいと考える者等、CM

未到達も含めて広告効果をより強く訴求できることが見込めるのは 1,707 万人との推

計が明らかになった。 

字幕付き CM は、「TVCM を構成する要素である音の情報が得にくい聴覚障害者、
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高齢者への配慮として文字、あるいは図形を使用した字幕データ表示システムによっ

て補うもの。音の情報とは主にセリフ、ナレーション、歓声などの音声。音楽、効果

音、環境音そして静寂のような無音までを含む音響を指す。音響そのものを伝えられ

ない場合に、音響のありようを文字化、図形化して伝えることで視聴者が受け取る音

の情報を補償しようとするもの。」 11として、テレビ放送事業者各社が、字幕付き CM

を安全・確実に放送できる仕組みを整えることを目的とし、技術、実務面での課題を

整理するための平成 22 年のトライアルに始まり、平成 26 年以降、字幕付き CM 普及

推進へのロードマップなどをひとつの指標として、関係 3 団体及び字幕付き CM 普及

推進協議会は、広告主、広告会社、テレビ放送事業者それぞれの立場で、放送局内の

業務フローの確立、業務量増大への対応、取引慣行に係る課題への対応等のテレビ CM

素材搬入基準の改定等の技術・運用面の課題へ対応や、字幕付き CM の普及啓発活動

等の推進のため字幕付き CM の積極的な取組を推奨すること等の取組を進めている中

で、あらためて、関係 3 団体や字幕付き CM 実施企業・未実施企業及び関連団体など

のテレビ CM 広告主を対象としてヒアリングを行ったところ、 

・ 字幕付き CM の認知が視聴者だけでなく広告会社・広告主でも広がっていないこと 

・ テレビ CM に字幕付与効果を示すデータが不足していること 

・ 字幕付き CM の搬入フローが複雑で日程が厳しいこと 

・ テレビ CM に字幕を付与することにより、制作費と各種確認作業に係る手数料が

増えること 

・ 字幕付き CM の提供番組枠が限定的であること 

・ テレビ CM に字幕を付与すべき主体が明確でないこと 

等、字幕付き CM の普及促進に、障壁、課題があることが示された。 

字幕付き CM を実施している広告主や関係団体において字幕付き CM の意義は理解

されており、取組の継続も望まれていることから、関係者の共通の理解を得るための

情報交換が必要である。また、本調査研究の定量調査で示された難聴自覚者 3 割とい

う数字について、その中で字幕を必要とする者の属性や、字幕付与による具体的な効

果を求める意見が出されている。今後は、関係 3 団体及び字幕付き CM 普及推進協議

会による自主的なデータ整備が行われることが望ましい。 

 

                                                   
 

11 日本広告業協会「CC（クローズド・キャプション）字幕付き CM トライアル放送 2014 制作・入稿作業進

行要領」より 
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字幕付き CM 普及のためには、 

・ 運用体制や必要な費用等について、関係者間で情報を共有して理解を深めること 

・ 字幕付き CM を開始する意思を持った広告主がスムーズに取組を開始できる環境

を整えること 

・ 字幕放送自体の周知を強化すること 

等を中心に取組を進めていくことが求められる。また、関係者・視聴者問わず広くそ

の意義と実施の周知を進めることが必要であると考えられる。これまでは、テレビ CM

関係者間での理解の向上を中心に取り組まれてきたが、テレビ放送を提供する側と視

聴者各層すべての者による字幕付き CM の意義の理解が進むことではじめて、本格的

な普及が進むのではないだろうか。 

企業、団体へのヒアリング調査でも実施主体の会社全体（広告主、広告会社、放送

局）の理解が必要である、といった意見が多く聞かれた。また、聴覚障害者だけでは

なく、健常者も含めた国民全体の理解が更なる普及につながるとの意見もあった。 

字幕付き CM の制作にかかるコスト負担の課題に関しても、理解の有無で字幕付き

CM を実施するか否かの企業判断が大きく異なるだろう。一方で、現状のように CSR

やダイバーシティなどの社会的貢献の視点に頼る形では、企業間で取組に差が出てい

る。本調査研究において、難聴自覚者数が 3,386 万人と推計され、字幕付与による広

告効果の向上が認められた。こうした調査研究は、今後とも、字幕付き CM 推進協議

会及び関係 3 団体が主体となって継続されることが望ましい。それにより、企業がマ

ーケティングデータとして利用できるものが蓄積され、字幕付き CM の取組が進んで

行くと考えられる。 

 

字幕付き CM 普及推進協議会をはじめ関係団体、企業が、CM への字幕付与を推進

し、活動を継続することで、関係者を含め社会全体が字幕付き CM の認識を深め、広

めることができれば、おのずと課題に対して向き合っていけるのではないだろうか。 

本調査研究で、あらためて多くの難聴自覚者が存在することが明らかになった。放送

番組に対する字幕付与については普及が進んでいる一方で、字幕付き CM はトライア

ルの段階である。広告主、広告会社、放送局それぞれの立場から字幕付き CM 普及に

向けて取組が始まっているが、本調査研究で得られた課題を共有し、それぞれの立場

を理解し、それに応じた具体策を講じることで、テレビ CM に字幕を付与しやすい環

境が形成され、より多くの事業者が字幕付き CM に参入できるようになることが望ま

れる。 
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参考資料１：アンケート調査 調査票 12 

                                                   
 

12 調査票内の赤字、緑字は、条件設定等であり、調査画面には表示されない。青字は強調のため、色を変えた

物。  

【全員に提示】

SC1. あなたの性別をお知らせください。 SA

N=5000 1. 男性 49.7 (2483)

2. 女性 50.3 (2517)

SC2. あなたの年齢をお知らせください。 INT

N=5000 満 平均48.0 歳 ※半角数字を直接入力 ／ ⇒　14歳以下、80歳以上は対象外

SC3. あなたが、現在お住まいの都道府県をお知らせください。 SA

N=5000 ▼ ※プルダウンで選択

1. 北海道 4.6 (231) 17. 石川県 0.8 (38) 33. 岡山県 1.1 (56)

2. 青森県 0.8 (41) 18. 福井県 0.5 (23) 34. 広島県 1.9 (95)

3. 岩手県 0.7 (35) 19. 山梨県 0.4 (20) 35. 山口県 0.8 (38)

4. 宮城県 1.8 (92) 20. 長野県 1.1 (54) 36. 徳島県 0.4 (20)

5. 秋田県 0.4 (19) 21. 岐阜県 1.4 (70) 37. 香川県 0.5 (26)

6. 山形県 0.6 (31) 22. 静岡県 2.5 (126) 38. 愛媛県 0.7 (37)

7. 福島県 1.0 (48) 23. 愛知県 5.0 (252) 39. 高知県 0.3 (14)

8. 茨城県 2.1 (106) 24. 三重県 1.0 (48) 40. 福岡県 3.0 (149)

9. 栃木県 1.2 (58) 25. 滋賀県 1.1 (57) 41. 佐賀県 0.3 (16)

10. 群馬県 1.0 (48) 26. 京都府 2.3 (115) 42. 長崎県 0.7 (34)

11. 埼玉県 7.2 (362) 27. 大阪府 8.2 (408) 43. 熊本県 0.5 (26)

12. 千葉県 6.7 (333) 28. 兵庫県 4.7 (236) 44. 大分県 0.5 (24)

13. 東京都 16.7 (835) 29. 奈良県 1.3 (63) 45. 宮崎県 0.4 (22)

14. 神奈川県 9.9 (497) 30. 和歌山県 0.5 (25) 46. 鹿児島県 0.6 (28)

15. 新潟県 1.3 (67) 31. 鳥取県 0.1 (4) 47. 沖縄県 0.5 (26)

16. 富山県 0.7 (33) 32. 島根県 0.3 (14)

SC4. あなたは、ご結婚されていますか。 SA

N=5000 1. 未婚 35.2 (1762)

2. 既婚（離別・死別含む） ※男性：18歳以上、女性：16歳以上、が選択可能 64.8 (3238)

SC5. あなたのご職業をお知らせください。 SA

N=5000 1. 20.7 (1033)

2. 6.6 (331)

3. 6.5 (325)

4. 3.8 (192)

5. 3.3 (165)

6. 3.8 (190)

7. 農・漁・林業 0.5 (24)

8. 中学生 ⇒　対象外 - (0)

9. 高校生（高専・高等専修学校含） 3.3 (163)

10. 大学生（短大・大学院・専門学校含） 3.9 (197)

11. 各種学校（料理学校、ビジネス学院など）、予備校 0.1 (4)

12. 主婦専業（パート・アルバイト除く） ⇒女性既婚者のみ選択可 16.7 (833)

13. 主婦（パート・アルバイト含む／フルタイムは除く） ⇒女性既婚者のみ選択可 7.5 (376)

14. 無職（年金生活者、失業中・休職中含む） 18.1 (907)

15. その他 5.2 (260)

商工自営業（従業員29人以下の店舗の店主・経営者、理・美容院、旅館、自営職人など）

給料事務・研究職（一般事務、雇用技術者、雇用研究者、教員、雇用医など）

給料技能・作業職（一般工員、雇用職人、運転手、船員、巡査、消防士、自衛官、警備員など）

販売・サービス職（店員、客室乗務員、看護師、雇用美容師、外交員、管理人、保育士など）

経営・管理職　（企業・団体の管理職・経営者・役員、市長・町長、教授、校長、医長、駅長、警部、消防指令長、佐官以

上の自衛官など）

専門職・自由業（開業医、文芸家、弁護士、税理士、司法書士、宗教家、議員、コンサルタントなど）
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SC6. 現在、あなたと一緒に同居されている方をすべてお知らせください。 MA

N=5000 1. 配偶者 ※既婚者（SC4=2）のみ選択可能 54.0 (2702)

2. 親 26.8 (1340)

3. 子、子の配偶者 30.0 (1499)

4. 孫 1.4 (68)

5. その他 10.0 (498)

6. 一人暮らし HC1 18.2 (908)

SC7. あなたの現在のお住まいは、次のどれにあてはまりますか。 SA

N=5000 1. 一戸建て（持家） 51.5 (2574)

2. 一戸建て（借家） 2.4 (119)

3. 分譲マンション 16.5 (827)

4. 賃貸マンション 12.1 (603)

5. 賃貸アパート 10.1 (505)

6. 給与住宅（社宅、会社の借り上げマンション等） 1.4 (71)

7. 官公住宅 0.5 (26)

8. UR・公社・公営の賃貸住宅 3.3 (164)

9. 同居・間借り 1.1 (54)

10. その他 1.1 (57)

SC8. あなたを含め、同居されているご家族の中に、次のような会社にお勤めの方はいらっしゃいますか。

N=5000 ● テレビ局、ラジオ局、新聞社、雑誌社、広告会社、調査会社にお勤めの方

1. いる ⇒　対象外 - (0)

2. いない 100.0 (5000)

改ページ
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テレビについておうかがいします。

【全員に提示】

Q1. あなたは平均すると、1日にどのくらいテレビを見ていますか。それぞれについてお知らせください。 各SA

N=5000 1日あたりのテレビ平均視聴時間

(1) 平日 11.4 (572) 16.5 (824) 49.0 (2452) 15.6 (781) 7.4 (371)

(2) 休日 15.1 (754) 21.3 (1067) 46.6 (2331) 10.1 (506) 6.8 (342)

改ページ

【普段テレビ視聴者に提示】

→ Q1. （1）（2）いずれか=1-4の方に提示

Q2. あなたが普段よく見るテレビ番組は、どのようなジャンルのテレビ番組ですか。あてはまるものをすべてお知らせください。 MA

n=4680 1. ニュース・天気予報 85.3 (3991)

2. ニュース以外の報道・情報番組（ワイドショー等） 49.9 (2337)

3. 教育・教養番組（ドキュメンタリー等） 25.8 (1206)

4. スポーツ中継 35.4 (1655)

5. 映画番組 34.6 (1617)

6. バラエティ番組（トーク、クイズ、お笑い等） 58.9 (2756)

7. ドラマ 54.5 (2552)

8. アニメ 21.6 (1009)

9. 地元の情報番組（ローカルニュース等） 20.5 (960)

10. その他 6.1 (285)

11. この中にあてはまるものはない HC1 1.2 (55)

改ページ

耳の聞こえ（聴力）についておうかがいします。

【全員に提示】

Q3. 失礼ですが、あなたの現在の聴覚の状態を教えてください。 SA

N=5000

1. 健常 93.0 (4651)

2. 難聴（軽度） 5.1 (254)

小さな声や騒音下での会話の際、聞き間違うことや聞き取りが困難であることを感じることがある状態。補聴器の適応となることがある。

3. 難聴（中等度） 0.9 (47)

普通の大きさの声での会話の際、聞き間違うことや聞き取りが困難であることを感じることがある状態。補聴器の適応となる。

4. 難聴（高度） 0.3 (17)

会話の際に補聴器を用いるか、補聴器を用いない場合は非常に大きな声でなければ聞こえず、聞こえても聞き取りには限界がある状態。

5. 難聴（重度） 0.2 (9)

補聴器でも聞き取れないことが多く、人工内耳の装用を考慮する状態。

6. 失聴 0.4 (22)
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【健常者に提示】

→ Q3. =cd1の方に提示

Q4. あなたは、小さな声や騒音下での会話の際、聞き間違うことや聞き取りが困難であることを感じることがありますか。
 SA

n=4651 1. 感じる 28.6 (1332)

2. 感じない 71.4 (3319)

改ページ

【健常者に提示】

→ Q3. =cd1の方に提示

Q5. 以下の項目について、あなたはどの程度あてはまりますか。それぞれについてお知らせください。 各SA

n=4651

(1) 昔に比べて、耳の聞こえが悪くなったと思う 6.0 (277) 28.0 (1304) 27.7 (1290) 38.3 (1780)

(2) 昔に比べて、会話の最中に聞き返すことが多くなったと思う 4.5 (210) 25.1 (1168) 32.6 (1516) 37.8 (1757)

(3) まわりの人に、テレビやラジオの音が大きいと言われる 2.1 (97) 10.1 (471) 32.1 (1494) 55.7 (2589)

(4) まわりの人に、話し声が大きくなったと言われる 1.6 (76) 6.8 (316) 33.7 (1566) 57.9 (2693)

(5) ここ最近、ストレスの多い生活が続いていると思う 13.7 (639) 27.3 (1268) 28.9 (1342) 30.1 (1402)

(6) ライブ、クラブイベントなど、大音量で音楽が流れる場に行くことが多い 1.9 (87) 5.6 (261) 23.7 (1100) 68.9 (3203)

(7) イヤホン、ヘッドホンで音楽を聴くことが多い 11.8 (547) 14.9 (691) 21.0 (975) 52.4 (2438)

(8) 建設や解体など、騒音の大きな現場で働いている 0.9 (42) 3.0 (139) 13.1 (610) 83.0 (3860)

(9) その他、耳の聞こえを損なう要因がある　（　　FA回答必須　　） 0.7 (34) 0.8 (36) 11.3 (527) 87.2 (4054)

(10) 【アンケートシステムチェック用】　ここは、「あてはまる」を選択してください→→→

あ

て
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【全員に提示】

Q6. あなたは、普段テレビをご覧になる際に、テレビで放送される情報をどの程度理解されていますか。 SA

N=5000 1. ほぼ完全に理解できる 54.4 (2722)

2. おおむね理解できる 43.0 (2152)

3. あまり理解できない 1.6 (78)

4. ほとんど理解できない 1.0 (48)

改ページ
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字幕付き番組についておうかがいします。

【全員に提示】

Q7. あなたは、「字幕放送」をご存知ですか。 SA

（字幕放送の機能は、下図のとおり「字幕ボタン」を押して利用します。）

N=5000

1. 知っている 57.9 (2895)

2. 見聞きしたことがある程度 25.8 (1291)

3. 知らない 16.3 (814)

改ページ

【字幕放送認知者に提示】

→ Q7. =cd1~2の方に提示

Q8. あなたは普段、「字幕放送」の機能を利用することがありますか。 SA

n=4186 1. 必ず利用する 3.7 (155)

2. たまに利用する 13.5 (564)

3. あまり利用しない 19.5 (818)

4. 全く利用しない 63.3 (2649)

改ページ

【字幕放送利用者に提示】

→ Q8. =cd1~3の方に提示

Q9. あなたは、どのようなときに「字幕放送」の機能を利用しますか。あてはまるものをすべてお知らせください。 MA

n=1537 1. 番組内の会話や台詞をしっかり理解したいときに、音は出したまま利用する 37.6 (578)

2. テレビとは離れたところに居るときに、音は出したまま利用する 14.7 (226)

3. テレビとは離れたところに居るときに、音を消しながら利用する 4.4 (67)

4. 番組内容が騒々しいときに、音を消しながら利用する 7.9 (122)

5. 誰かとおしゃべりしながらテレビを見るときに、音を消しながら利用する。 7.2 (111)

6. その他　（　FA回答必須　） 9.6 (148)

7. この中にあてはまるものはない HC1 33.6 (516)

改ページ
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字幕付きCMについておうかがいします。

【全員に提示】

Q10. あなたは、「字幕付きCM」をご存知ですか。下記の説明文をお読みになった上でお答えください。 SA

字幕付きCMとは、テレビ画面にコマーシャルの出演者の発言や台詞、ナレーション、効果音、

無音等を文字や図形を使用した字幕で表示させることができるコマーシャル（CM）のことで、

聴覚障害をお持ちの方や、耳の聞こえがすぐれない方のための機能として使われています。

N=5000

1. 知っている 10.4 (522)

2. 見聞きしたことがある程度 18.3 (914)

3. 知らない 71.3 (3564)

改ページ

次の字幕付きCMをご覧ください。

「CM動画×1」（30秒）を提示

※素材提示終了迄、続く設問の回答ができないものとする

【全員に提示】

Q11. あなたは、このテレビCM(字幕付き版または字幕無し版)をご覧になったことがありますか。 SA

N=5000 1. 見たことがある 41.1 (2053)

2. 見たような気がする 15.7 (787)

3. 見たことはない 43.2 (2160)

改ページ
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【全員に提示】

Q12. ただいまご覧頂いた字幕付きCMと、字幕の無い通常のCMとでは、どちらの方が、より商品の印象が良いですか。 SA

N=5000 1. 字幕付きCM 8.4 (420)

2. どちらかといえば、字幕付きCM 24.7 (1236)

3. どちらかといえば、通常の（字幕の無い）CM 29.9 (1497)

4. 通常の（字幕の無い）CM 36.9 (1847)

【全員に提示】

Q13. ただいまご覧頂いた字幕付きCMと、字幕の無い通常のCMとでは、どちらの方が、より商品内容を理解できますか。 SA

N=5000 1. 字幕付きCM 11.0 (552)

2. どちらかといえば、字幕付きCM 32.8 (1638)

3. どちらかといえば、通常の（字幕の無い）CM 26.0 (1299)

4. 通常の（字幕の無い）CM 30.2 (1511)

【全員に提示】

Q14. ただいまご覧頂いた字幕付きCMと、字幕の無い通常のCMとでは、どちらの方が、より商品に関心を持てますか。 SA

N=5000 1. 字幕付きCM 8.1 (407)

2. どちらかといえば、字幕付きCM 27.5 (1374)

3. どちらかといえば、通常の（字幕の無い）CM 31.1 (1556)

4. 通常の（字幕の無い）CM 33.3 (1663)

【全員に提示】

Q15. ただいまご覧頂いた字幕付きCMと、字幕の無い通常のCMとでは、どちらの方が、より商品を購入したいと思いますか。 SA

N=5000 1. 字幕付きCM 6.8 (342)

2. どちらかといえば、字幕付きCM 27.4 (1372)

3. どちらかといえば、通常の（字幕の無い）CM 33.8 (1692)

4. 通常の（字幕の無い）CM 31.9 (1594)

【全員に提示】

Q16. ただいまご覧頂いた字幕付きCMと、字幕の無い通常のCMとでは、 SA

どちらの方が、より提供企業（スポンサー）への印象が良くなると思いますか。

N=5000 1. 字幕付きCM 11.6 (578)

2. どちらかといえば、字幕付きCM 35.2 (1761)

3. どちらかといえば、通常の（字幕の無い）CM 26.5 (1326)

4. 通常の（字幕の無い）CM 26.7 (1335)

改ページ
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【全員に提示】

Q17. CMに字幕が付くことで、どのような効果が考えられると思いますか。それぞれについてお知らせください。 各SA

N=5000

(1) CMの内容がよくわかる 20.1 (1007) 43.7 (2186) 26.7 (1337) 9.4 (470)

(2) 商品の特長が伝わりやすい 14.4 (722) 40.5 (2023) 34.2 (1710) 10.9 (545)

(3) CMの内容がすぐに理解できる 17.0 (851) 42.3 (2114) 30.3 (1517) 10.4 (518)

(4) CMの内容が印象に残りやすい 14.7 (737) 37.2 (1860) 35.4 (1772) 12.6 (631)

(5) 商品への興味をもちやすい 11.3 (567) 35.1 (1754) 40.2 (2009) 13.4 (670)

【全員に提示】

Q18. 今後、CMには字幕が付いた方がよいと思いますか。 SA

N=5000 1. そう思う 9.7 (485)

2. ややそう思う 32.2 (1611)

3. あまりそう思わない 40.9 (2046)

4. そう思わない 17.2 (858)

改ページ
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参考資料２：調査結果サマリー（ヒアリング時提示資料） 
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参考資料３：字幕付き CM の取り扱いに関する検討方針（要旨） 
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参考資料３：字幕付き CM 素材搬入暫定基準（2014 年 11 月策定、2015 年 4 月適用） 
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参考資料４：CC（クローズド・キャプション）字幕付き CM トライアル放送 2014 

制作・入稿作業進行要領 
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